
草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の定年等に関する条例の一部改正 (第 1条関係)   新旧対照表

―
い
い
―

(趣 旨)

第 1条  この条例は、地方公務員法 (昭和 25年法律第 261号 )第 2

8条 の 2第 1項から第 3項までおよび第 28条の 3の規定に基づき、

職員の定年等に関し必要な事項を定めるものとする。

第 2条  (略 )

(定年 )

第 3条 職員の定年は、年齢 60年 とする。

よび用務員の定年は、年齢 63年 とする。

ただし、清掃員、火葬員お

(定年による退職の特例 )

第 4条 任命権者は、定年に達 した職員が第 2条 の規定により退職すべ

きこととなる場合において、次の各号のいずれかに該当すると認める

ときは、その職員に係る定年退職日の翌日から起算して1年を超えな
い範囲内で期限を定め、その職員を当該職務に従事 させ るため引き続

いて勤務 させることができる。

旧   条   例

目次

第 1章 総則 (第 1条 )

第 2章 定年制度 (第 2条―第 5条 )

第 3章 管理監督職勤務上限年齢制 (第 6条―第 11条 )

第 4章
第 5章

付則

十年前再件 用箱時間勤務制 (第 12条 。第 13条 )

雑則 (第 14条 )

第 1章 鯉

(趣 旨)

第 1条 この条例は、地方公務員法 (昭和 25年法律第 261号。以下
「法」という。)第 22条の4第 1項および第 2項、第 22条の 5第
1,百  F筆 28 条 縮 条の 5、 第 28条 の 6第 1項か ら第 3項の 2 28

までな らびに第 28条 の 7の規定に基づき、職員の定年等に関 し必要

な事項を定めるものとする。

第 2章 定年制度

第 2条  (略 )

(定年)         ′

第 3条 職員の定年は、年齢 65年 とする9

(定年による退職の特例 )

第 4条 任命権者は、定年に達 した職員が第 2条の規定により退斡すべ

きこととなる場合において、次に掲げる事由があると認めるときは、

塩
る
⊆霰幡灘量星窒誘是傘毛』翫暑

において従事 している職務に従事 させるため、引き続き勤務 させるこ

とができる。 だ し 第 9条第 1 嘔 か ら第 4項 までの規定により異動
アと日セ キ ス 舌11七日F_R必 ハ  IⅢ「~ド

酒 キ_ゝ 卜 7ヾ カ十日F_日  r

項において

れた異

て管理

い

9 柔 笛 l T百

同 じハ)(第 9条第

朝 F日日を合 すoハ )を 延 長 した

督職 (第 6条に規定す

じ を

い こ の

l項または第 2項の規定により延長さ
職 員であって、定年退職 国におい

い

職 をい うぉ以下この条および第 3章
9に つ い

新   条   例   (案 )



草津市職員の定年等に関
Iす

る条例等の一部を改正する等の条例
の定年等に関する条例の一部改正 (第 1条関係) 新旧封照表

Ｉ
∞
６
Ｉ

(1)当該職務が高度の知識、技能または経験を必要とするものであ
るため、その職員の退職により公務の運営に著しい支障が生ずると
き。                               ~

(2)当 該職務に係る勤務 r県―境その他の勤務条件に特殊性があるた
め、その職員の退職による欠員を容易に補充することができないと
き。

(3)当該職務を担当する者の交替がその業務の遂行上重大な障害と
なる特別の事情があるため、その職員の退職により公務の運営に著
しい支障が生ずるとき。
任命権者は、前項の期限またはこの項の規定により延長 された期限

が到来する場合において、前項の事由が引き続き存すると認めるとき
は、市長の承認を得て、1年を超えない範囲内で期限を延長すること

ができる。ただし、その期限は、その職員に係る定年退職日の翌日か
ら起算して8年を超えることができない。

任命権者は、第 1項の規定により職員を引き続いて勤務させる場合
または前項の規定により期限を延長する場合には、当該職員の同意を
得なければならない。

任命権者は、第 1項の期限または第 2項の規定により延長 された期
限が到来する前に第 1項の事由が存 しな くなつた と認 める ときは、当

該職員の同意を得て、期 日を定めてその期限を繰 り上げて退職 させる
ことができるЬ

2

3

4

5 (略 )

第 5条  (略 )

新   条   例 (案
第 2項

年を超えない範

限は、当該職員

の規定により当該異動期 を延長 した場合であ

た の

つて、引き続 き

の

期 隈 l―■ 当該 職 昌が 占 、ス 筈 理 肇 ア昌又酷 標 ム 里 重∴辻日 の 芙 日 の 理め

日から起算 して 3年を超えることができない。
(1)当 該職務が高度の知識、技能または経験を必要とするものであ
るため、当該職員の退職により生ずる欠員を容易に補充することが
できず公務の運営に著 しい支障が生ずること。

(2)当 該職務に係 る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるた
め、当該職員の退職による欠員を容易に補充することができず公務
の運堂に著 しい支障が生ずること。

(3)当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害 と
なる特別の事情があるため、茎該職員め退職により公務の運営に著
しい支障が生ずること。

任命権者 |ま 、前項の期限またはこの項の規定により延長 された期限
が季1来する場合において、前項各号に掲げる事由が引き続きあると認
めるときは、市長の承認を得て、これ らの期限の翌 日か ら起算 して

について
―

「
し イこ

2

囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期
に係る定年退職 日 (同 項ただ し書に規定する職員にあ

つては、当該職 員が占めている管理貯督職 に係 る異動期間の末 日)の
翌日から起算 して 3年を超えることができない。
3 任命権者は、第 1項の規定により職員を引き続き勤務 させる場合ま
たは前項の規定により期限を延長する場合には、当該職員の同意を得
なければならない。

4 任命権者は、第 1項の規定により引き続き勤務することとされた職

員および第 2項の規定により期限が延長された職員についてく第 1項
の期限または第 2項の規定により延長 された期限が到来する前に第
1項各号に掲げる事由がなくなつたと認めるときは、当該職員の同意

を得て、期 日を定めて当該期限を繰 り上げるものとする。
5 (略 )

第 5条  (略 )

3



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の定年等に関する条例の一部改正 (第 1条関係 ) 新旧対照表

Ｉ
ω
『
―

旧   条   例新   条   例 (案 )

理 上 の

第 6条 法第 28条の 2第 1項に規定する条例で定める職は、革津市職

員の給与に関する条例 (昭和 40年草津市条例第 27号)第 11条に
キロ士 キ ス 警 Tr甲 朧 玉 当 の 守 熔 歩 呼 十 ス 磯 昌 の 購 擦 よ び 首 逢 市 ⌒ 掌 職 昌

の 給 与 の 種 類 お よび基準に関する条例 (昭和 43年草津市条例第 20

る。

(管理監督職勤務上限年齢 )

第 7条 法 第 2 8条の 2第 1項 に規定する管理監督職勤務上限年齢は、

年齢 60年とすると

(他の職への降任等を行 うに当たつて遵守す抑

第 8条 任命権者は、法第 28条の 2第 4項に規定する他の職への降任

等 (以下この章において 「他の職への降任等」という。)を行 うに当

つ 13 1 23 の 3

56 め る の の ま

ならないハ

(1)

に

当該 職 昌 の 人事評価 の結 支 ti勤蒜 の 状浙,お よび職務経験等

基づき、降任または転任 (降給を伴う転任に限る。)(以下こてア)条

および第 10条 において 「降 |と い う∩)を しようとする職の

属する職制上の段階の標準的な職に係 る法第 15条の 2第 1項第

の商性 を有す る と認 め られ る職 に、降任等 をす ること。

(2)

の

人 童 の 卦 雨 券 の イれ の 童 J暗 歩 芽 占 した上不  笞 モ里臣府答 酪 θl外 の 磯

つ で 去 る 限 り L位の職缶」上iの段 ll'由
ヒに属する職に、降任等をする

とい うハ)のイ和1の職への降任等 ヰ心する場合には、第 1号 に掲げる基

つ
いイこ で の の の を て む を



草津市職員の定年等に関する条例等のす部を改正する等の条例
草津市職員の定年等に関する条例の一部改正 (第 1条関係 ) 新旧対照表

Ｉ
ω
∞
―

旧   条   例新   条 例   (案 )

められる場合を除き、上位職職員の降任等を した職が属する職制上
の段階 と同 じ職制上の段階または婆該職 上 の段 階 よ り下位 の職

制上の段階に属する職に、降イ手等をす る ル

(管理監督職勤務上限年齢による降イ千等お よび管理 幣督職 へのイ手用

の制限の特例 )

第 9条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職
員L⊇ vヽ て、次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占め

る萱理監督職に係る異動期間 (当 該管理監督職に係る管理監督職勤務
上限年齢に達 した 日の翌 日か あ同 日以 終 に け る最初 の 4月 1 日ま

での間をい う。以下この章において同 じn)の末 日の翌 日か ら起算 し

て1年を超えない期間内(当 該期間内に定年退職日がある職員にあっ
ては、当該異動期間の末 日の翌 日か ら定年 日までの期間内。第 3

項において同 じ∩)で当該異動期 F日日を征岳 し、31き 続き当該管チ早P_―
‐
督

職を占める職員に、当該管理監督職を占めたまま勤務をさせることが
できる。

(1) 当該職務が高度の知識、技能または経験を必要 とするものであ

るため、当該職員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補
充することができず公務の渾営に著しい支障が生ずること∩

(2) 当該職務に係 る勤務環境その他の勤 に特殊性 があるた

め、当該職員の他の職への降任等による欠 を容易に補充すること
ができず公務の運営に著 しい支障が生ずること6

(3)当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害 と

なる特別の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により公

務の運営に著 しい支障が生ずること6

2 任命権者は、前項またはこの項の規定により異動期間 (こ れ らの規
定により延長された期間を含む。)が延長 された管理監督職を占める

職員につぃて、前項各号に掲げる事由が引き続きあると認めるとき

は、市長の承認 を得て、延長 された当該異動期間の末 日の翌 日か ら胡

算 して 1年を超 えない期間内 (当 該期間内に庁年』職 日がある職 員に

あっては、延長 され た当該異動期 間の末 日の翌 日か ら庁年濃職 日まで

の い



柾 辱 十 る >が で 共 る ^ ただし 軍に征長 され る当該異動期間の末 日
‐
が る の の か

箪 1ン で 3 年 力紹 えることができない∩

3 任命 者は、第 1項の規定により異動期間を延長することができる

場合を除き、他の職への降任等をすべき特定管理監督職群 (職務の内

容がホロ互 福 似 す る梅教の管理 ′督 職 で あ って、これ らの欠員を容易

に補充 る ことカミで きナミ`い年齢 1構 成そのイ和1の特別の事情がある管

チ早昨督 として婦貝||で 庁める管 幣督職″い う∩以下 この項において

日 じ Ⅲ F重 十 ス管 モ里監 ア邑又職 芹 占 溢 ス酪 昌 につヤヽて  当該 特 市管 弾 幣

督職群に属す る管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係

る標 務惨行能力および当該管理監督職についての適性を有する

ギ る代 歩 穴 易 t 結 布 す る こ μ ミで 共ず 業 務 の 隊行 に重大な障害が

片 ギ る と梨 溢 ス >共 ,寸  碧 言夕職 おミ占 め ふ管 理 酵 督 職 に係 る 里 動 量月F口R

の 芙 日 の 翌 日ブ〕ゝ兆ホ己蜜 して 1 年 芹紹 身 ナだV 朝ヽ闇内で当該異動期間を

る千 阜 し 己|キ 始 キ 半 釜 警 千甲酵 怒 歩 士 溢 ている酪 昌 I「 当 訪 管 τ里酵 督 職

め せ が

の の イこ し し

ができるω

4 イ千令 者 臓 縮 r百 ヰ、し く は 2 ,百 の 婦庁により異動期間 (こ れ ら

の 却 庁 に た り征 岳 され た翔 間 を すoハ )が延長 された管理監督職を占

め る職 こつ い て 前 噸 こ岬,庁す 事 由 があると認めるとき (第 2項 の

相 市 ↓
『

nそ千辱 さ拍ィナー当該 塁 動 堂RF日日歩 軍 t 征岳することができると

共力除 Ⅲ、主た 才よ前項 tゝ しくはこの項の規定により異動期間 (前 3

ま こ の さ が さ

管手早幣督職 狩 占め る職 員につ しヽ て前項 に規 す る事由が引き続きあ

る ル認 め る 共 臓 、市 岳 の 承 訳 芹魯 て 征 長 ねッ 当該異動期間の末

して 1 年 経 えの 騨 口カ 兆ゝ 紀 堂

が で る

澄 い期 F日月 で 征岳 された当該異動

新   条 例   (案 )

草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の定年等に関する条例の一部改正 (第 1条関係 ) 新旧対照表

Ｉ
ω
Ｏ
Ｉ



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の定年等に関する条例の一部改正 (第 1条関係 ) 新旧対照表

Ｉ
心
〇
―

旧   条   例
新   条   例 (案 )

(異動期間の延長等に係 る の同意 )

第 10条 任命権者は、第 9条第 1項から第 4項 までの規定により異動
を よ び 3 の に よ の

二降任等をする場合には、あらか じめ職員の同意を得なければならな
い 。

(異動期間の延長事由が消滅 した場合の措置 )

第 11条 任命権者は、第 9条 の岬庁↓こより星 動期間を延長 した 場 合 イこ

おいて、当該異動期間の末 日の 来前に当該異動期間の 長の事由が
消滅 した ときは、 の職へ の降任等 力す る のとするハ

第 4章 定年前再任用短時間勤務制
(定年前再任用短時間勤務 員の任用 )

第 12条 任命権者は、年齢 60 年に達 した 日以後に退職 (臨時的に任
田 き シ1

る 朧 昌 多 (/) イ1竹 の 立上 舟 によ り/手 甘日歩 士 ム ィ /f_田 される朧 Eヨ t々 ト

び非常勤職員が退職す る場合″ く∩)を した者 (以下 の条お よび

次条において 「年齢 60年以上 Jと い う∩)を 、 前の勤務 実
績その他の規則で定める情報 に基づ く選考によ り、短時間勤務の職
(当 該職 を占める職 昌

`ノ

)1 凋 F日月当た りの涌常の勤務時間が、常時勤務

を要する職でその職務が当該短 時間勤絡 の職 と同不重の を 占め る職

員の 1週間当たりの通常の勤務時間に比 し い時間である職をい うハ
以下この条および次条において同 じn)に採 することができる∩た
rし 、年齢60年以上退職者がその者を採用しようとする短時間勤務
の職に係る定年退職 日相当日 (短時間勤務の職を占める 員が、常時
勤務を要す る職でその職務が当該短時間勤 の職 と同種の職 を占め
ているものとした場合における定年退職 日 い う。)を経過 した者で
あるときは、この限 りでないハ

第 13条 任命権者は、前条本文の規定によるlよ か、組合 (市 を構成団
体 とする地方公共団体の組合をい う|)の年齢 60年以上 i長職 者 弁

従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、短時

間勤務の職に採用することができるハ

前項の場合においては、前条ただ し書の規定を準用するn2

5 雑 則



草津市職員の定年等に関する条例等の下部を改正する等の条例

草津市職員の定年等に関する条例の一部改正 (第 1条関係)  .新 旧対照表

Ｉ
心
Ｐ
Ｉ

付 則

1年 2 (略 )

第 14条 この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。

付 則

1～ 2 (田各)

(定年に関する経過措置)_

3 琴半禾□5 年 4 月 1 か ら令和 18年 3月 31日 までの間における第

3 の については の の 左 る の

じ 同条 中 「 65 年 十μあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句 と

4 5 か 18 3 31 で の い

津市職 の庁年等 に関す る条例 の 部を改正す る等の条例 (令和 4

年 草 条例 第 号)第 1-条の坤庁による改正前の第 3条ただ し書

イこ で つ て 3 の る つ い て ま

前項の 年にかかわらず、次の σ)左ホF調 に掲げる期間の区分に応じ、

「 6 の そ の イこ

( 報 の 繰供お よてパ勤務 の煮思の確認 )

5 /五ハ
=ウ

▲ ,こ■    」墜 アヽ
の

FHq H4昌  r 離 嗣 キ 凸缶
イこ

/工 田 き 】″ ス 磯 昌 多 の イル十1 の 止

律 こよ イ手期 ″市 め て イ手用され 職 昌および非常勤職 員を除 く。以下

この項 にお い て 同 じハ)が 年 齢 60 年 イこ樺する日の属する年度の前年

慮 (以下 この Itt tこ お い
イ
⊂
「情報 の繰 供 お よび勤務の意思の確認を行 う

|》 し うヽハ) (`悼軍華侵て″) よび勤務の意思の確認を行 うべき

64年

62年

63年

61年

月 1日 か ら令 不日13年 8月 31日 まで4年11埓手赤日

月 1日 か ら令和 9年 3月 31日 まで令不日7年 4

今和 9年 4月 1日 か ら令和 11年 3月 31日 まで

4月 1日 か ら令和 7年 3月 31日 まで令和 5年

63年

64年令 和 11年 4月 1日 か ら令禾日13年 3月 31日 ま で

1日 か ら令和 11年 3月 31日 まで令不日5年 4月

べき年

で か っ で の よ の の



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の定年等に関する条例の二部改正 (第 1 関係 ) 新旧封照表

Vべ
さ の

の の Vべ の

つ こ の おいて 「 とい

にあっ は、当該職員が採用 された日から同 日の属する年度の末 日ま
で の つては

る と

認するよう努めるや、のとするハ

―
さ
Ю
Ｉ



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

市職員定数条例の一部改正 (第 2条関係)   新旧対照表

―
卜
ω
ｌ

第 1条  (伊各)

(職員の定数)

第 2条 職員の定数は、併任者を除き、次のとお りとする。

(1) (略 )

(2)市長の事務部局の職員 587
(3) (H各 )

(4)教育委員会の事務部局および教育委員会の所管に属する学校そ

の他の教育機関の職員 1,36人
(5)～ (8) (略 )

(0) 合計  790
2 (略 )

第 3条｀第 4条  (略 )

第 1条  (略 )

(職員の定数 )

第 2条 職員の定数は、併任者を除き、次のとお りとする。

(1) (略 )

(2)市長の事務部局の職員 592
(3) (略 )

(4)教育委員会の事務部局およな教育委員会の所管に属する学校そ

の他の教育機関の職員 137

(5)走 (8) (田各)

(9)合計 796人
2 (略 )   |
第 3条え第 4条  (略 )



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の二部改正 (第 3条関係 ) 新旧対照表

―
ド
心
―

第 1条  (略 )

(職員の派遣)

第 2条  (略 )

2 法第 2条第 1項に規定する条イアllで定める職員は、次に掲げる職員 と
する。

(1)～ (4) (略 )

(5)!(略 )

3 (略 )

第 3条～第 10条  (略 )

(法第 10条第 1項に規定する条例で定める職員 )

第 11条 瞥第 10条第 1項に規定する条例で定める職員は、次に掲げ
る職員 とする。

(1)～ (4) (略 )

(5) (略 )

第 12条～第 19条  (略 )

新 条    例 (案 )

第 1条  (略 )

(職員の派遣 )

第 2条  (略 )

2 法第 2条第 1項に規定する条例で定める職員は 次ヽに掲げる職員と
する。

(1)～ (4) (略 )

(5)

(

監督職を占める職員
(6) (略 )

3 (略 )

第 3条｀第 10条  (略 )

(法第 10条第 1項に規定する条例で定める職員 )

第 11条´法第 10条第 1項に規定する条例で定める職員は、次に掲げ
る職員とする。     |
(1)～ (4) (略 )

(5) 常 生 然 イ万11tt Q峯笹 I百

監督職を占める職員

(6) (略 )

第 12条～第 19条  (略 )

1 カ

生こ:れ らの規定により延長 され

沐ゝ 笹 41百 までのキロ受Ftr ト

た期間を含む∩)を延

り 黒 舌i卸 闇

された管理



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正 (第 4条関係) 新旧対照表

第 1条～第 2条  (略 )

(任命権者の報告事項)

第 3条 前条の規定により人事行政の運営の状況に関し、任命権者が報

告しなければならない事項は、職員 (臨時的に任用された職員および

非常勤職員 (法第 28条の 5第 1項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員および法第 22条の 2第 1項第 2号に掲げる職員を除く。)を
除く。以下同じ。)に係る次に掲げる事項とする。‐

(1)ミ (11) (略 )

第 4条～第 8条  (略 )

(案 )新   条   例

第 1条～第 2条  (略 )

(任命権者の報告事項)

第 3条 前条の規定により人事行政の運営の状況に関し、任命権者が報

告しなければならない事項は、職員 (臨時的に任用された職員および

)F常勤職員 (法第22条の4第 1項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員および法第22条の2第 1項第2号に掲げる職員を除く。)を
除く。以下同じ。)に杯る次に掲げる事項とする。
(1)～ (11) (略 )

第 4条～第 8条  (略 )

―
卜
頓
―



草津市職員の定年等に条例
I等の一部を改正する等の条例

草津市職員の懲戒の手続および効果に関する条例の一部改正 (第 5条関係) 新旧対照表

Ｉ
卜
Ｇ
Ｉ

第 1条～第 2条  (略 )

(減給の効果 )

第 3条 減給は、1日 以上 6煽 以下、給料 (法第22条ゅ、2第 1項第 1
号に掲げる職員にあっては、給料に相当する報酬の額)の 10分の 1
以下を減ずるものとする。

第 4条～第 5条  (略 )

第 1条～第 2条  (略 )

(減給の効果)

第3条 減給は、1日 以上心月以下の期間、その発令の日に受ける給料
(法第 22条の 2第 1項第 l号に掲げる職員にあづては、給料に相当

する報酬の額)の 10分の1以下を減ずるものとする。この場合にお
いて、その減ず る額が塀1 こ辱 十る 給 料 の 10/刀` の 1とこ相 する額狩紹
えるときは、当該額 を減ず る幸、のとす るハ

第 4条～第 5条  (田各・)



草津市職員の定年等に関する条例等の‐部を改正する等の条例

草津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正 (第 6条関係) 新旧対照表

―
卜
呵
Ｉ

旧   条   例

第 1条  (略
(1週 間の勤務時間)

第 2条  (略 )

2  (日各)

3 地方公務員法 の規28 4 28 の 5 1

定により採用 された職員で同法第 28条 の 5第 1項 に規定す る短時

間勤務の職を占めるもの (以下 「再任用短時間勤務職員」 という。)

の勤務時間は、第 1項の規定にかかわらず、休憩時間を除き、4週 間

を超えない期間につき 1週間当た り15時間 30分から31時間ま

での範囲内で、任命権者が定める。    |
4か▼5  (田各)

(週休 日および勤務時間の割振 り)

第 3条  日曜 日および土曜 国は、週体 日 (勤務時間を割 り振 らない日を

い う。以下同じ。)と する。ただし、任命権者は、育児短時間勤務騨

員等については、必要に応 じ、当該育児短時間勤務等の内容に従いこ

れ らの 日に加えて月曜 日から金曜 日までの 5日 間において週休 日を

設けるものとし、再任用短時間勤務職員および任期付短時間勤務職員

(以下 「再任用短時間勤務職員等」 とい う。)については、日曜 日お

よび土曜 日に加えて月曜 日か ら金曜 日までの 5日 間において週休 日

を設けることができる。

2 任命権者は、月曜日から金曜日までの5日 間において、1日 につき

7時間45分の勤務時間を割り振るものとする。ただし、育児短時間

勤務職員等については、1週間ごとの期間について、当該育児短時間

勤務等の内容に従い 1日 につき 7時間 45分を超えない範囲内で勤

務時間を割 り振るものとし、再任用短時間勤務職員等については、1

週間ごとの期間にあいて(1日 につき 7時間45分を超えない範囲内

で勤務時間を割 り振るものとする①

第 4条  (略 )

2 任命権者は、前項の規定により澤体

める場合には、規則の定めるところに

患日の週休 日 (育児短時間勤務職員等

日および勤務時間の割振りをて
より、4週間ごとの期間につき
にあつては8日 以上で当該育児

第 1条  (略 )

(1週間の勤務時間)

第 2条  (略 )

2  (日各)

3 地方公務員法筆 22 条 の 4第 1項 または第 22条の 5第 1項 もし

くは第 2項の規定により採用 された職員で同法第 22条 の 4第 1項

に規定する短時間勤務の職を占めるもの (以下「

勤務職員」とい う。)の勤務時間は、第 1項の規

憩時間を除き、4週間を超えない期間につき 1週

定年前再任用短時間

定にかかわらず、体

間当た り15時間 3

O分から31時間までの範囲内で、任命権者が定める。

4～ 5  (略 )

(週体 国および勤務時間の割振 り)

第3条 日曜日および土Rヨ樫日は、週休日(勤務時間 割々り振らなド日を
いう。以下同じ。)と する。ただし、任命権者は、育児短時間勤務職

員等については、必要に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従いこ

れらの日に加えて月曜日から金曜日までの5日 間において週休日を

設けるものとし、定年前再任用短時間勤務職員および任期付短時間勤

務職員 (以下「定年前再任用短時間勤務職員等」という。)について

は、日曜日および土曜日に加えて月曜日から金曜日までの 5日 間にお

いて週休日を設けることができる。

2 任命権者は、月曜日から企曜口までの5日 間において、1口 につき

7時間45分の勤務時間を割 り振るものとする。ただし、育児短時間

勤務職員等については、1週間ごとの期間について、当該育児短時間

勤務等の内容に従い 1日 につき 7時間45分を超えない範囲内で勤

でF尋帝g骨母讐ぴ漁歳冨ィとなiギマ肩評了旨肇雪写零詩琴警景暑亀受颯よ
範囲内で勤務時間を割り振るものとする。

第 4 条 ( 田各)

任命権者 イま 前項 の 規 定 よ り週 体 曰お よ び 勤務 日ヽ子間 の 害1 振 りを定

め る場合 イよ 規貝ll の 定 め る と ろ よ り 4 週 間 との 期間 つ き

(
つ

2

8 口の 週 体 日
去
目 児短 曰く子間勤務職 貝 等 に あ て イま 8 日以 上 で 当該育歩巳

新   条   例 (案 )



草津市職員の定年
草津市職員の勤務時間、休暇等

る条例等の下部を改正する等の条例
条例の一部改正 (第 6条関係)

等に関す

に関する 新旧姑照表

―
卜
∞

―

旧   条   例
短 時 間 勤務 等 の 内容 従 つ た 週 休 日 再任用短時間勤務職員等 あ つ

て イま 8 日以 上 の 週 休 日 を設 すな けれ イずな らな し た だ し 職務 の 特
殊性 ま た イま当該公 署 の 特 殊 の 必 要 育児 短 時 間 勤務職 貝 等 あ つ て

は、当該育児短時間勤務等の内容)に より、4週間ごとの期間につき

自:彗邑,長二榊 暑ことは           拝ζg:
つき 1週 間当た り1日 以上の割合で週体 日 (育児短時間勤務職員等に

推 覇響党鶴 紹 深 歳 熙 ▼犠 笙杵歎 留
この限 りでない。

第 5条～第 11条  (略 )

(年次有給休暇 )

第12条 年次有給休暇は、1の年ごとにおける休暇としtその日数は、
1の年において、次の各号に掲げる職員の区分に応 じて、当該各号に
掲げる日数 とする。
(1)次号および第 3号に掲げる職員以外の職員 20日 (育児短時
間勤務職員等および再イ壬用短時間勤務職員等にあっては1そ の者の
勤務時間等を考慮し20日 を超えない範囲内で規則で定める日教)

(2)～ (3) (略 )

2^ツ 3  (田各)

第 13条～第 18条  (略 )

(非常勤の職員の勤務時間、休暇等 )

第 19条 非常勤の職員 (再任用短時間勤務職員等を除く。)の勤務時
間、体暇等については、第 2条から前条までの規定にかかわらず、そ
の職務の性質等を考慮して、市長の定める基準に従い、任命権者が定
める。

新   条   例 (案 )

短時間勤務等の内容に従つた週休 日
にあっては 8日 以上の週体 日)を設けなければならない。ただし、職
務?特殊性ま4は当該公署σ)特殊の必要(育児短時間勤務職員等にあ
つては、当該育児短時間勤務等の内容)に より、4週間ごとの期間に

塁尼・ゑ二論、信電磯記牽獄屋藤菅と緊吾暑署暑祭暑桑孝縁署畜賢暑
ついて、市長と協議して、規則の定めるところにより、4週間を超え
なしィヽ期間につき 1週間当たり1日 以上の割合で週休日 (育児短時間勤
務職員等にあっては、4週間を超えない期間につき 1週 間当たり1日
球上の割合で当該育児短時間勤務等の内容に従つた週休 日)を設ける
場合には、この限りでない。

第 5条～第 11条  (H各 )

(年次有給体暇)

第 12条 年次有給休暇は、1の年ごとにおける休日限とし、その 日数は、
1の年において、次の各号に掲げる職員の区分に応 じて、当該各号に
掲げる日数とする。

(1)4号および第 3号に掲げる職員以外の職員 20日 (育児短時
間勤務職員等および定年前再任用短時間勤務職員等にあっては、そ
の者の勤務時間等を考慮 し20日 を超 えない範囲内で規則で定め
る日数 )

(2)～ (3) (略 )

2へV3  (田各)

第 13条～第 18条  (略 )

(非常勤の職員の勤務時間、体暇等 )

第 19条 非常勤の職員 (定年前再任用短時間勤務職員等を除く。)の
勤務時間、休暇等については、第 2条から前条までの規定にかかわら

ず、その職務の性質等を考慮 して、市長の定める基準に従い、任命権
者が定める。



草津市職員の定年等に関する条例等の二部を改正する等の条例

草津市職員の育児体業等に関する条例の一部改正 (第 7条関係)   新旧対照表

―
ふ
０
１

第 1条  (略 )

(育児休業をすることができない職員 )

第 2条 育児体業法第 2条第 1項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員 とする。

(1)～ (2) (略 )

(3) (略 )

(4) (略 )

第 2条の 2～第 9条  (略 )

(育児短時間勤務をすることができない職員 )

第 10条 育児体業法第 10条第 1項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員 とする。

(1)  (田各)

(2) (略 )

第 11条ん第 16条  (略 )

(育児短時間勤務または育児体業法第 17条の規定による短時間
~勤

務をしている職員についての草津市職員の給与に関する条例の特例)

第 17条 育児短時間勤務または育児休業法第 17条の規定による短

時間勤務をしている職員についての草津市職員の給与に関する条例

の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる草津市職員の給与に

関する条例の規定中同表の中欄に掲げる宇句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる宇句 とする。

第 6条第

1項、第

2項およ

決定す

る

決定するものとし、その者の給料月額は、その

者の受ける号給に応 じた額に、草津市職員の勤

務時間、休暇等に関する条例第 2条第 2項の規

(案 )新   条   例

第 1条  (略 )

(育児休業をすることができない職員 )

第 2条 育児休業法第 2条第 1項の条例で定める職員は、次に掲げる職

員とする。
(1)～ (2) (略 )

(3) 童津市職 昌の庁年等に F美弓する条例第 9条第 1項か ら第 4項 まで

の規̀ さ により異動期間 (こ れ らの規定によ り延長 された期間を含

市【ゝハ)を延長 された管理監督職 を占める職員

(4) (略 )

(5)  (田各)

第 2条の 2～第 9条  (略 )

(育児短時間勤務をすることができない職員 )

第 10条 育児体業法第 10条第 1項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

(1)  (田各)

(2) 草津市職員の定年等に関する条例第 9条第 1項か ら第 4項 まで

の 美耳言≡イこより異動期 F日月 (こ れ らの規定により延長 された期間を含

管 手里酵 督 職 歩歩占 め るすe^)カ
`正

辱 さ拍 ′

決定す
る

酷 昌

決定するものとし、その者の給料月額は、その

者の受ける号給に応 じた額に、草津市職員の勤

務時間、休暇等に関する条例第 2条第 2項の規

(3)  (日各)

第 11条～第 16条  (田各)

(育児短時間勤務または育児休業法第 17条の規定による短時間勤

務をしている職員についての草津市職員の給与に関する条例の特例 )

第 17条 育児短時間勤務または育児休業法第 17条 の規定による短

時間勤務をしている職員についての草津市職具の給与に関する条例

の規定の適用については、次の表の左欄に掲げる草津市職員の給与に

関する条例の規定中同表の中欄に掲げる宇句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる宇句とする。

第 6条第

1項、第

2項およ



草津市職員の定年等に関する条例等の下部を改正する等の条例
草津市職員の育児休業等に関する条例の一部改正 7条関係)   新旧対照表(

ｌ
い
０
１

旧   条   例

び第 4項 定により定められたその者の勤務時間を同条
第 1項に規定する勤務時間で除 して得た数 (以

下 「算出率」という。)を乗 じて得た額 とする

第 18条～第 19条  (略 )

(育児短時間勤務に伴 う短時間勤務職員についての草津市職員の給
与に関する条例の特例 )

第 20条  育児短時間勤務に伴 う短時間勤務職員についての草津市職

員の給与に関する条例の規定の適用については、次の表の左欄に掲げ

る草津市職員の給与に関する条例の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句 とする。

t た額 とす る算出率を乗 じて

育児休業法第 10条第 1項 に規定する育児短
時間勤務または同法第 17条の規定による短
時間勤務をしている職員 (以 下「育児短時間勤

務職員等」 とい う。)

勤務時間条例第 2条第 2項

育児短時間勤務職員等

(田各)

とする

再任用

短時間

勤務職

員

勤務時

間条例

第 2条

第 3項

再任用

短時間

勤務職

員

(略 )(略 )

第 6条第

9項

第 11条

第 15条
第 2項第
2号

新    条   例 (案 )

び第 4項 定により定められたその者の勤務時間を同条
第 1項に規定する勤務時間で除 して得た数 (以

下 「算出率」とい う。)を乗 じて得た額 とする

第 18条～第 19条  (田各)

(育 児短時間勤務に伴 う短時間勤務職員についての草津市職員の給

与に関する条例の特例 )

第 20条 育児短時間勤務に伴 う短時間勤務職員についての草津市職

員の給与に関する条例の規定の適用については、次の表の左欄に掲げ

る草津市職員の給与に関する条例の規定中同表の中欄に掲げる字句

は、それぞれ同表の右欄に掲げる宇句 とする。

育児体業法第 10条第 1項 に規定する育児短

時間勤務または同法第 17条の規定による短
時間勤務をしている職員 (以下「育児短時間勤
務職員等」 とい う。)

勤務時間条例第 2条第 2項

育児短時間勤務職員等

(田各)

定年前

再任用

短時間

勤務職

員

勤務時

間条例

第 2条

第 3項

定年前

再任用

短時間

勤務職

員

(田各)

第 11条

第 15条
第 2項第
2号

(田各)



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の育児休業等に関する条例の下部改正 (第 7条関係)   新旧対照表

１
９
Ｐ
Ｉ

(略 )

任期付育児短時間勤務職員

勤務時間条例第 2条第 4項

育児体業法第 18条第 1項 の規定による短時

間勤務をしている職員 (以 下 「任期付育児短

時間勤務職員」 とい う6)

(略 )

(略 )

再任用

短時間

勤務職

員

勤務時

間条例

第 2条
第 3項

)略(

再任用

短時間

勤務職

員

(略 )

第 15条
第 2項第

2号

第 11条

(略 )

第 23条
の 2第 1

項

第 12
条か ら

第 14
条、第

14条
の 3お
よび第

15条
の 2

第 13条 (第 14条、第 14条の 3お よび第

15条の 2

新   条   例   (案 )

)略(

任期付育児短時間勤務職員

勤務時間条例第 2条第 4項

育児体業法第 18条第 1項の規定による短時

間勤務をしている職員 (以下「任期付育児短時

間勤務職員」とい う。)

(円番)

)略(

定年 前

再任 用

短 時 間

勤務職

員

勤務時

間条例

第 2条
第 3項

定年 前

再任 用

短 時 間

勤務 職

員

)略(

)略(

第 15条
第 2項第

2号

)略(

第 11条

第 23条
の 2第 1

項

第 12
条、第

14条
お よび

第 14
条の 3

第 13条、第 14条、第 14条の 3お よび第 1

5条の 2



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の育児休業等に関する条例の一部改正 (第 7条関係 ) 新旧対照表

ｌ
ｕ
博
―

(部分休業をすることができなぃ職員)

第21条 育児体業法第 19条第 1項の条例で定める職員は、次に掲げ
る職員とする。
(1) (略 )

(2)勲務日の日数および勤務 日ごとの勤務時間を考慮して市長が定
める非常勤職員以外の非常勤職員 (地方公務員法第 28条の 5第 1

写に規定する短時間勤務の職を占める職員 (以下「再任用短時間勤
務職員」とい う。)を除く。 )

(部分休業の承認 )

第 22条 部分休業 (育児体業法第 19条第 1項に規定する部分休業を
いう。以下同じ。)の承認は、動務時間条例第 8条第 1項に規定する
正規の勤務時間 (非 常勤職員 (再任用短時間勤務職員を除く。以下同
じ。)に あっては、当該非常勤職員について定められた勤務時間)の
始めまたは終わりにおいて、30分を単位 として行 うものとする。

2～ 3 (略 )

第 23条～第 27条  (略 )

任期付育児短時間勤務職員

任期付育児短時間勤務職員

再任用

職員

再任用

短時間

勤務職

員

第 27条

定年前

再任用

短時間

勤務職

貝

定年 前

再任 用

短 時 間

勤務 職

員

新   条   例 (案 )

(部分休業をすることができない 員 )

第 21条 育児休業法第 19条第 1項の条例で定める職員は、次に掲げ
る職員とする。

(1) (略 )

(2)勤務 日の 日数および勤務 日ごとの勤務時間を考慮 して市長が定
める非常勤職員以外の非常勤職員 (地方公務員法第 22条の 4第 1

二に規定する短時間勤務の職を占める職員 (以下「短時間勤務職員」
という。)を除く。)

(部分休業の承認)

第22条 部分体業(育児体業法第19条第1項に規定する部分休業を
いう。以下同じ。)の承認は、勤務時間条例第8条第1項に規定する
正規の勤務時間 ()停 常勤職員 (短時間勤務職員を除く。以下同じ。)

にあつてはそ当該非常勤職員について定められた勤務時間)の始めま
たは終わりにおいて、30分を単位として行うものとする。

2～ 3 (田各)   ―

第 23条～第 27条  (略 )



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係)   新旧対照表

ｔ
ｕ
ω
ｌ

別表第 1(第 3条第 1号関係 )

一 般 行 政 職 給 料 表

円 )

別表第 2(第 8条第 2号関係)

教育職給料表
(

備考  (略 )

(日各)

7級

給料月額

(日各)

6級

給料月額

(略 )

5級

給料月額給料月額

(略 )

4級

(略 )

3級

給料月額給料月額

(略 )

2級

給料月額

(略 )

1級

置

(略 )

の

号給

7級

356,800

6 級

315,100289,700

5 お及4級

274,600255,200

3級2級

215,200

1級

187,700

職務の級

給料月額

給料月額

(田各)

4級

(略 )

3級

給料 月額給料月額

(略 )

2級

給料月額

(略 )

1  布又

(田各)

の

号給

405,200

4級8級

324,400

2級

271,100225,200

1級職務の級

給料月額

別表第 1(第 3 1号関係 )

一般行政職給料表
円 )

)

別表第 2(第 3条第 2号関係 )

教育職給料表
(単位 円)

備考  (略 )

円 )

7級

356,800

6級

315,100

5級

289,700

4級

274,600

8級

255,200

2級

215,200

1  れ碇

187,700

職務の級

基準
給料月額

(略 )

7級

給料月額給料月額

(略 )

6級

(田各)

5級

給料月額給料月額

(略 )

4級

(略 )

3級

給料月額

(略 )

2級

給料月額

(略 )

1級

給料月額

(日各)

の

号給

4級

給料月額

(略 )

3級

給料月額

(略 )

2級

給料月額

(略 )

1級

給料月額

(略 )

の

号給

(略 )

4級

405,200

3級

324,400

2級

271,100

l級

225,200基準
給料月額

職務の級

新 条 例 (案 )



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正す
草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係)

る等の条例
新旧封照表

Ｉ
頓
心

―

表 3 (第 3 条 3 号関係 )

医療職給料表
ア 医療職給料表 (1)

イ 医療職給料表 (2)

略

円

6級

給料月額

(略 )

5級

給料月額

(略 )

4級

給料月額

(略 )

3級

給料月額

(略 )田各)

2級

給料月額

|

1級

給料月額

(冊各)

号給

(略 )

6級

322,800

5 級

282,100

4 級

256,900

3 級

243,500

2級

215,300

1  れ又

188,700

職務の級

給料月額

6級

給料月額

(略 )

5級

給料月額

(略 )

4級

給料月額

(冊番)

3級

給料月額

(田各)

2級

給料月額

(略 )

1級

給料月額

(略 )

の

号給

(略 )

6級

326,200

5 兆及

289,100

4級

272,800

3級

262,600

2 お及

255,400

l級

235,100

職務の級

給料月額

新   条   例 (案 )

丹I! 第 3( 3条第 3号関係
医療職給料表

ア 医療職給料表 (1)

円

イ 医療職給料表 (2)

(

円

6級

給料月額

(円各)

5級

給料月額

(略 )

4級

給料月額

(略 )

3級

給料月額

(略 )

2級

給料月額

(略 )

1級

給料月額

(略 )

号給

(H各 )

6 級

322,800

5 布及

282,100

4級

256,900

8 級

243,500

2級

215,300

1  級

188,700

職務の級

基準
給料月額

6級

給料月額

(略 )(田各)

5級

給料月額

4級

給料月額

(田各)

3級

給料月額

(略 )

2級

給料月額

(田各)

l級

給料月額

(田各)

の

号給

(田各)

6級

326,200

5級

289,100

4級

272,800

3級

262,600

2級

255,400

1  布又

235,100

;の級

基準

給料月額



草津市職員の定年等に関する条例等のす部を改正する等の条例
草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係)   新旧対照表

別表 4 第 3条第 4号関係 )

幼児教育職給料表

円

別表第5～別表第ゃ (略 )

(略 )

6級

給料月額

5級

給料月額

(略 )

給料月額

(円各)

4級3級

給料月額

(H各 )

給料月額

(田各)

2級

(略 )

1級

給料月額

の

号給

(口各)

6級

315,100

5級

301,700

4級

288,400

3 お及

255,300241,000

2 級1  布又

201,500

職務の級

給料月額

新   条  、 例  (案 )

別表第 4(第 3 4号関係 )

幼児教育職給料表

別表第 5～別表第6 (略 )

(田各)

6級

給料月額

5級

給料月額

(略 )

給料月額

(略 )

4級3級

給料月額

(田各)

2級

給料月額

(略 )

1級

給料月額

(略 )

号給

(田各)

6級

315,100

5級

301,700

4 級

288,400

3級

255,300

2級

241,000

1 茄晩

201,500

職務の級

基 準

給料月額

ｌ
ｕ
切
―



車津市職員の定年等に関する条例等の下部を改正する等の条例

草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係)   新旧対照表

Ｉ
切
６
１

旧   条   例新   条   例 (案 )

第 1条～第 5条  (略 )

(初任給、昇格、昇給等の基準 )

第 6条  (略 )

2 職員が一の職務の級から他の職務の級に移つた場合または一の職

から同じ職務の級の初任給基準を異にする他の職に移つた場合にお

ける号給は、規則で定めるところにより決定する。

3 職員の昇給は、規則で定める日に、同日前において規則で定める日

以前一年間における当該職員の勤務成績に応 じて、行 うものとする。

この場合において、同日の翌 日から昇給を行 う日の前 日までの間に当

該職員が地方公務員法第 29条の規定による懲戒処分を受けたこと

その他これに準ずるものとして規則で定める事由に該当したときは、

これ らの事由を併せて考慮するものとする。

4 前項の規定により職 昌 r力 遁 ,「 十日市 十 ス 職 昌 歩 除 て じ丈 lヽ の ア百に

おいて同 じ∩) を昇給 させ るか否かおよび昇給 させ る場合の昇給の号

給数は、前項前段に規定する期間の全部を良好な成績で勤務 してかつ、

同項後段の規定の適用を受けない職員の昇給の号給数を4号給 (二般

行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が 7級以上である

ものおよび同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の級

がこれに相当するものとして規則で定める職員にあつては、 8号給 )

とすることを標準 として規則で定める基準に従い決定するものとす

る。

5 55歳 (規則で定める職員にあつては、56歳以上の年齢で規則で

定めるもの)を超える職員に関する第 3項の規定による昇給は、同項

に規定する期間におけるその者の勤務成績が特に良好であ登場合に

EBり 行 為と、のとし 昇給 させる場合の昇給の号給数は、勤務成績に応

じて規則で定める基準に従い決定するもの とする。

6～ 8 (田各)

9 地方公務 昌法 第 22 条 の 4第 3 r百 に類市す る十年前再イ手用短 時間

勤務職員 (以下 「定年前再任用短時間勤務職員」 とい う。)の給料月



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係)   新旧対照表

Ｉ
り
Ｎ
Ｉ

の給料月額の うち、その者の属す る職務の級に応 じた額 とする∩

第 6条の 2 地方公務員法第 28条の 5第 1項 に規定する短時間勤務

の職を占める職員 (以 下 :

日 箱 ,十  請 基 笹 頂 キロ士 trお、ハ わ 仄ギ  国 工白
‐
の キロ蕉 ,「 」 ふ 給 糾 日知9 の

に、勤務時間条例第 2条第 3項の規定により定められたその者の勤務

とする。

2 地方公務員の育児休業等に関する法律 (平成 3年法律第 110号 )

第 18条第 1項または草津市下般職の任期付職員の採用等に関する

条例 (平成 18年草津市条例第 2号)第 4条の規定により任期を定め

て採用された短時間勤務職員 (以下「任期付短時間勤務職員」という。)

の給料月額は、その者に適用される給料表の うちその職務の級により

決定される給料月額に、勤務時間条例第 ?条第 4項の規定により定め

られたその者の勤務時間を同条第 1項に規定する勤務時間で除 して

得た数を乗 じて得た額 とするЬ

第 7条～第 10条  (略 )

(管理職手当)

第 11条 管理職手当は、管理または監督の地位にある職員の うち規則

で指定する職によるものには、その職員の属する職務の級における最

高の号給の給料月額の 100分 の 25を超えなぃ範囲内で、その職務

の特殊性に基づき規則で定める額を支給 (再任用短時間勤務職員につ

いて、その額に勤務時間条例第2条第3項の規定により定められた全

鋸 禦 籍 冒急Γ含累 議 銹 i爛 ＼班 蘊 銑 糀

てた額を支給)する。

重 イ手 田毎 時 間 勤 稼 酪 昌
`7う

欄 揚 げる其進給耕 月客百 為泳 前 峯 キロ零
=の の

により当該定年前再任用短時間勤務職員の属する職務の級に応 じた

額 に 、勤務時 F日日条例第 2条第 3項の規定により定められた基該定年前

再任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第 1項 に規定する勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額とする。_

第 6条の 2 地方公務員の育児体業等に関する法律 (平成 3年法律第 1

10号)第 18条第 1項または草津市一般職の任期付職員の採用等に

関する条例 (平成 18年草津市条例第 2号)第 4条の規定により任期

を定めて採用された短時間勤務職員 (以下 「任期付編時間勤務職員」

という。)の給料月額は、当該職員に適用される給料表のうちその職

務の級により決定される給料角額に、勤務時間条例第 2条第 4項の規

定にょり定められた当該職員の勤務時間を同条第 1項 に規定する勤

務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

第 7条ん第 10条  (略 )

(管理職手当)

第 11条 管理職手当は、管理または監督の地位にある職員のうち規則

で指定する職によるものには、その職員の属する聯務の級における最

高の号給の給料月額あ100分の25を超えない範囲内で、その職務

の特殊性に基づき規則で定める額を支給 (庄年前再任用短時間勤務職

員について、その額に勤務時間条例第2条第 3項の規車により定めら

れた当該職員の勤務時間を同条第1項 に規定する勤務時間で除して

得た数を乗じて得た額とし、1円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた額を支給)する。



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係 ) 新旧対照表

ｌ
ｕ
∞
Ｉ

第 12条～第 14条の 3 (略 )

(通勤手当)

第 15条 通勤手当は、次の各号に掲げる職員に支給する。
(1)通勤のため交通機 F美日または有料の道路 (以 下 「交通機関等」と
いう。)を利用して、その運賃または料金 (以 下「運賃等」という。)

を負担することを常例とする職員 (交通機関等を利用しなければ通
勤することが著しく困難である職員以外の職員であつて、交通機関
等を利用 しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離
が、片道 2キ ロメー トル未満であるものおよび第 3号に掲げる職員
を除くЮ)

(2)通勤のため自動車 (道路交通構 (昭和 35年法律第 105号 )

第 3条に規定する普通自動車をいう。以下同じ。)または自転車そ
9他の交通の用具で規則で定めるもの (以 下「自転車等」という。)

を使用することを常例とする職員 (自 動車または自転車等を使用し
なければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であつ
て自動車または自転車等を使用 しないで徒歩により通勤するもの
とした場合の通勤距離が片道 2キ ロメー トル未満であるものおよ
び次号に掲げる職員を除く。)

(3)  (田各)

2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応 じ、当該各号に
定める額とする。
(1)前項第 1号に掲げる職員 支給単位期間につき、規則で定める
ところにより算出したその者の支給単位期間の通勤に要する運賃
等の額に相当する額 (以下 「運賃等相当額」という。)。 ただし、運
賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額 (以下「1か月当
たりの運賃等相当額」という。)が 55,000円 を超えるときは、
支給単位期間につき、55,000円 に支給単位期間の月数を乗じ
て得た額 (そ の者が 2以上の交通機関等を利用するものとして当該
運賃等の額を算出する場合において(1か月当たりの運賃等相当額

?合計額が55,009円 を超えるときは、その者の通勤手当に係
る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき(55,000

(案 )新   条   例
第 12条～第 14条の 3 (略 )

(通勤手当)

第 15条 通勤手当は、次の各号に掲げる職員に支給する。徹
たず暫鍵鎌籍者瞬髭稲ごぞF
金 (以 下この項および次項において「運賃等」という。)を負担す
ることを常例とする職員 (交通機関等を利用しなければ通勤するこ
とが著しく困難である職員以外の職景であつて、交通機関等を利用
しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が、片道 2
キロメー トル未満であるものおよび第 3号に掲げる職員を除く。)

(2)通勤のため自動車 (道路交通法 (昭和 35年法律第 105号 )

第 3条 に規定する普通自動車をいう。以下同じ。)ま たは自転車そ
の他の交通の用具で規則で定めるもの (以 下この条において「自転
車等」という。)を使用することを常例とする職員 (自 動車または
自転車等を使用 しなければ通勤することが著 しく困難である職員
以外の職員であつて自動車または自転車等を使用しないで徒歩に
より通勤するものとした場合の通勤距離が片道 2キ ロメエ トル未
満であるものおよび次号に掲げる職員を除く。)

(3) (略 )

2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応 じ、当該各号に
定める額とする。

(1)前項第 1号に掲げる職員 支給単位期間につき、規則で定める
ところにより算出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する運
賃等の額に相当する額 (以下この号において「運賃等相当額」とい

う。)。 ただし、導賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額
(以 下この号および第 3号において 「1か月当たりの運賃等相当

額」という。)が 55,000円 を超えるときは、支給単位期間につ

き、55,000円 に支給単位期間の月数を乗 じて得た額 (当 該職

星が 2以上の交通機関等を利用するものとして碧該運賃等の額を
算出する場合において、1か月当たりσ)運賃等相当額の合計額が5
5,000円 を超えるときは、 の通勤手当に係 る支給単位



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の給与に関する条例の■部改正 (第 8条関係)   新旧対照表

ｒ
り
０
１

円に当該支給単位期間の月数を乗 じて得た額 )

(2)前項第 2号に掲げる職員 支給単位期間につき、別表第 6の 自

動車または自転車等の区分に従いその片道の使用距離に応 じた額

(再任用短時間勤務職員または任期付短時間勤務職員の うち、東給

単位期間当た りの通勤回数を考慮 して規則で定める職員にあつて

は、その額から、その額に規則で定める割合を乗 じて得た額を減 じ

た額)に、自動車または自転車等を駐車するための施設を併せて利

用 している場合にあつては、次に掲げる区分に応 じてそれぞれ次に

掲げる額を加算 した額

ア～イ  (田各)

(3)前項第 3号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かっ、自動

車または自転車等を使用 しないで徒歩により通勤するものとした

場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自動車または自転車等の

使用距離等の事情を考慮 して規則で定める区分に応 じ、前 2号に定

める額 (1か月当た りの運賃等相当額および前号に定める額の合計

額が 5ら ,ooo円 を超えるときは、その者の通勤手当に係 ぅ支給

単位期間の うち最も長い支給単位期間につき、 55,000円 に当

該支給単位期間の月数を乗 じて得た額 )、 第 1号に定める額または

前号に定める額

8～ 6 (略 )

第 15条の 2～第 16条  (略 )

(時間外勤務手当)

第 17条 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員に

は、正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務1時間に

つき第25条に規定する勤務1時間婆たりの給与額に正規の勤務時

間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ100分の

125か ら100分の150ま での範囲内で規則で定ゅる割合 (そ の

勤務が年後 10時から翌日の午前 5時までの間である場合はその害1

合に100分の25を加算した害1合)を乗じて得た額を時間外勤務手

当として支給する。

期間のうち最も長い支給単位期間につき、55,000円 に当該支

給単位期間の月数を乗じて得た額)

(2)前項第 2号に掲げる職員 支給単位期間にうき、別表第 6の 自

動車または自転車等の区分に従いその片道の使用距離に応 じた額

(定年前再任用短時間勤務職員または任期付短時間勤務職員のう

ち、支給単位期間碧たりの通勤回数を考慮して規則で定める職員に

あつては、その額から、その額に規則で定める割合を乗 して得た額

を減じた額)に 、自重)J車 または自転車等を駐車するための施設を併

せて利用 している場合にあつては、次に掲げる区分に応 じてそれぞ

れ次に掲げる額を加算 した額

ア～イ  (略 )

(3)前項第 3号に掲げる職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動

車または自転車等を使用 しないで徒歩により通勤するものとした

場合の通勤距離、交通機関等の利用距騨、自動車または自転車等の

使用距離等の事情を考慮 して規則で定める区分に応 じ、前 2号に定

める額 (1か月当た りの運賃等相当額および前号に定める額の合計

額か 55,000由 を超えるときは、当該職員の通勤手当に係 る支

給単位期間の うち最も長い支給単位期間につき、 55,000円 イ|
当該支給単位期間の月数を乗 じて得た額 )、 第 1号に定める額また

は前号に定める額

3-6   (H各 )

第 15条の 2～第 16条  (略 )

(時間外勤務手当)

第17条 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員に

は、正規の勤務時間を超えて勤務した全時間に対して、勤務1時蘭に

つき第25条に規定する勤務1時間当たりの給与額に正規の勤務時

間を超えてした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ100分の

125か らloo分 の 150ま での範囲内で規則で定ゅ冷青1合 (そ の

量恋健τ箸をス豚9:藍晃蟹τttS暮,こ異層τ蒼ぞ雲箸苦習斎璽縁
手当として支給する。

案新   条   例 )



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の給与に関する条例の下部改正 (第 8条関係 ) 新旧対照表

１
６
０
１

(1)～ (2) (略 )

前項の規定にかか,らず、勤務時間条例第 5条 の規定により、あら
かじめ勤務時 F日弓条例第 3条第 2項 または第 4条 により割 り振られた
l週間の正規の勤務時間 (以下この条において「割振り変更前の正規
の勤務時間」という。)を超えて勤務することを命ぜられた職員には、
割振 り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務 した全時間 (規則で定め
る時間を吟く。)に対して、勤務 1時間につき、第 25条に規定する
勤務 1時 間当たりの給与額に 100分 の 25か ら10o分の 50ま
での範囲内で規則で定める割合を乗じて得た額を時間外勤務手当と
して支給する。

再任用短時間勤務職員または任期付短時間勤務職員が、正規の勤務
時間が割ク振られた日においてく正規の勤務時間を超えてした勤務の
うち、その勤務の時間とその勤務をした 日における正規の勤務時間と
の合計が 7時間45分に達するまでの間の勤務に対する第 1項の規
定の適用については、同項中「正規の勤務時間を超えて した次に掲げ
る勤務の区分に応 じてそれぞれ 16o分 の 125か らloo分 の 1

50までの範囲内で規則で定める割合」とあるのは「10o分 の 10
0」 とする。

正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜ られ、正規の勤務時間
を超えて した勤務 (勤務時間条イアll第 3条第 1項、第 4条および第 5条
の規定に基づ く週休 日における勤務の うち規則で定めるものを除
く。)の時間と割振 り変買前の正規の勤務時間を超えて勤務すること
を命ぜ られ割振 り変更前の正規の勤務時間を超えて した勤務の時間
(第 2項に規定する規則で定める時間を除 く。)と の合計が 1箇月に

ついて 60時間を超えた職員には、その 60時間を超えて勤務 した全
時間に対 して、第 1「

百 r前だ の 市

`

主 り諦 ゑ 愁 身 て →首 す る場会 券

含む。)お よび第 2項の規定にかかわらず、勤務 1時間につき(第 2

5条 に規定する勤務 1時間当たりの給与額に、次の各号に掲げる時間
の区分に応 じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を時間
外勤務手当として支給する。
(1)正規の勤務時間を超えて した勤務の時間 100分 の 150

2

3

4

(案 )新   条   例
(1)～ (2) (略 )

2 前項の規定にかかわらず、勤務時間条例第 5条 の規定により、あら
かじめ勤務時間条例第 3条第 2項 または第 4条 により割 り振られた

キ豊罹?姦餐拿認確覇露               堺習ビ百
を命ぜられた職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務
した全時間 (規則で定める時間を除く。)に対 して、勤務 1時間につ
き、第 25条に規定する勤務 l時間碧たりの給与額に 100分の25
から100分の 50ま での範囲内で規則で定める割合を乗 じて得た
額を時間外勤務手当として支給する。
3 定年前再任用短時間勤務職員または任期付短時間勤務職員が、正規
の勤務時間が割 り振られた日において、正規の勤務時間を超えてした
勤務のうち、その勤務の時間とその勤務をした日におけるこ規の勤務
時間との合計が 7時間45分に達するまでの間の勤務に対する第 1

項の規定の適用については、同項中「正規の勤務時間を超えてした次
に掲げる勤務の区分に応 じてそれぞれ loO分の 125か ら100
分の 150ま での範囲内で規則で定める割合」とあるのは「100分
の 100」 とする。
4 正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、正規の勤務時間
を超えてした勤務 (勤務時間条例第 3条第 1項、第 4条および第 5条
の規定に基づく週休 日における勤務の うち規則で定めるものを除
く。)の時間と割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務すること
を命ぜられ割振 り変更前の正規の勤務時間を超えてした勤務の時間
(第 2項 に規定する規則で定める時間を除く。)と の合計が 1箇月に

ついて60時間を超えた職員には、その 60時間を超えて勤務 した全
時間に対 して、第 1項および第 2項の規定にかかわらず、勤務 1時間
につき(第 25条に規定する勤務 1時間当た りの給与額に、次の各号
に掲げる時間の区分に応 じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗 じて

得た額を時間外勤務手当として支給する。

(1)正規の勤務時間を超 えて した勤務の時間 100分 の 150



草津市職員の定年等に関する条例等の下部を改正する等の条例

草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係)   新旧対照表

１
６

Ｐ
Ｉ

(そ の勤務が午後 10時か ら翌 日の午前 5時までの間である

は、 100分 の 175)
(2) (略 )

5 勤務時間条例第 8条の 2第 1項に規定する時間外勤務代休時間を

指定された場合において、当該時間外勤務代体時間に職員が勤務 しな

かつたときは、前項に規定する60時間を超えて勤務 した全時間のう

ち碧該時間外勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤務手当の支

給に係る時間に対 しては、当該時間 1時間につき、次の各号に掲げる

時間の区分に応 じ、それぞれ当該各号に定める額の時間外勤務手当を

支給することを要 しない。

(1)正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 第 25条 に規定する

勤務 1時間当た りの給与額に 100分 の 150(そ の時間が午後 1

0時か ら翌 日の午前 5時までの間である場合は、 100分 の 17
5)か ら第 1項に規定する規則で定める割合 (そ の時間が年後 19
時から翌 日の午前 5時までの間である場合は、その割合に 100分
の 25を加算 した割合)を減 じた割合を乗 じて得た額

(2) (田各)

6 (略 )

第 18条～第 29条の 2 (略 )

(期末手当)

第 21条  (略 )

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に 100分 の 120を 乗 じて得た

額に、基準 日以前 6か月以内の期間におけるその者の在職期間 (″)次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。

(1)～ (4) (略 )

3 再任用職員または任期付短時間勤務職員に対する前項の規定の適

用にらぃては、同項中「100分の 120」 とあるのは「100分の

67.5」 とする。

4～ 5 (略 )

第 21条の 2～第 21条の 3 ( )

(そ の勤務が午後 10時か ら翌 日の午前 5時までの間である場合

には、 100分 の 175)
(2) (略 )

5 勤務時間条例第8条の2第 1項 に規定する時間外勤務代休時間を

指定された場合において、当該時間外勤務代体時間に職員が勤務しな

かつたときは、前項に規定する60時間を超えて勤務した全時間のう

ち当該時間外勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤務手当の支

給に係る時間に対しては、当該時間1時間につき、次の各号に掲げる

時間の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額の時間外勤務手当を

支給することを要しない。
(1)正規の勤務時間を超えてした勤務の時間 第2写 条に規定する
勤務 1時間当た りの給与額に 100分 の 150(そ の時間が午後 1

0時から翌 日の午前 5時までの間である場合には、100分 の 17
5)か ら第 1項に規定する規則で定める割合 (そ の時間が午後 10
時から翌日の年前5時までの間である場合には、その割合に100
分の25を加算した割合)を減じ々 割合を乗じて得た額

(2) (略 )

6 (略 )

第18条～第20条の2 (略 )

(期末手当)

第 21条  (略 )

2 期末手当の額は(期末手当基礎額に 100分 の 120を 乗 じて得た

額に、基準日以前 6か月以内の期間における当該職員の在職期間の次

の各号に掲tず る区分に応じ、当該各号に定める割合を乗して得た観と

する。
(1)～ (4) (略 )

3る

             1彗亀ζΥ手識今Υttl雰胤詔覧ヂ啓最ヒ就盲
のは「100分の67.5」 とする。

4～ 5 (略 )

第 21条の 2～第 21条の 3 (田各)



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係 ) 新旧対照表

１
６
酌
―

(勤勉手当′)

十第 22条 勤勉手当は、6月 1日 および 12月 1日 (以下この条におい
てこれ らの日を「基準 日」とい う。)に それぞれ在職する職員に対 し、
その者の基準 日以前における直近の人事評価の結果および基準 日以
前 6か月以内の期間における勤務の状況に応 じて、それぞれ基準 日の
属する月σ)規則で定める日に支給する。これ らの基準 日前 1か月以内
に退職 し、または死亡 した職員 (規則で定める職員を除く。)につい
ても同様 とする。

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗 じて得'た
額 とする。この場合において、任命権者が東給する勤勉手碧の額の、

その者に所属する次の各号に掲げる職員の区倉ごとの総額は、それぞ
れ当該各号に掲げる額を超えてはならない。
(1)前項の職員の うち再任用職員以外の職員 碧該職員の勤勉手当
基礎額に当該職員がそれぞれその基準 日現在 (退職 し、または死亡
した職員にあつては、退職 し、または死亡した日現在。次項におい
て同 じ。)において受けるべき扶養手当の月額およびこれに対する
地域手当の月額の合計額を加算 した額に 100分 の 100を 乗 じ
て得た額の総額

(2) 前項の職員の うち再任用職員
日ヽ子間勤務職員の勤勉手当 イこ100分 の 47.5 乗 じて得た
額の総額

3～ 5 (略 )

第 22条の 2～第 23条  (略 )

(特定の職員についての適用除外 )

第 23条の 2 第 12条、第 14条ゃよび第 14条の 3の規定は、再任
用職員には適用 しない」

2 第 17条から第 20条までの規定は、第 11条第 1項の規定に基づ

く規則で指定する職にある職員には適用 しない。ただし、特別の事由
がある場合は、この限 りでないを

第 24条～第 26条  (略 )

新   条   例 (案 )

(勤勉手当)

第 22条  勤勉手当は、6月 1日 および 12月 1日 (以下この項 か ら第
3項 までにおいてこれ らの 日を 「基準 日」 とい う。)に それぞれ在職
する職員に対 |、 当該職員の基準日以前における直近の人事評価の結
果および基準日以前 6か月以内の期間における勤務の状況に応じて、
それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。これらの基
準日前 1か月以内に退職し、またイ革死亡した職員 (規則で定める職員
を除く。)についても同様とする。
2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規貝1で定める割合を乗 じて得
た響とする。この場合において、任命権者が支給する勤勉手当の額の、
その者に所属する次の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞ
れ当該各号に掲げる額を超えてはならない。
(1)前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員以外の職員 当
該職員の勤勉千当基礎額に当該職員がそれぞれその基準日現在 (退

職し、または死亡した職員にあつては、退職し、または死亡した日
現在Ь次項において同じ。)において受けるべき扶養手当の月額お
よびこれに対する地域手当の月額の合計額を加算した額に 100
分の 100を乗じて得た額の総額

(2)前項の職員のうち定年前再任用短時間勤務職員 当該定年前再
イ手用箱 硝線日日勤 泳 酷 昌ま た とすイ手期 付 縛 障 簡 勧 落 職 昌の 勧 手 碧 其 礎

舞乳こ 1∩ ∩ /帝＼の 47.5 芹 棄 lLて 得 ナ‐頬 の 黎公客百

3ん 5 (略 )

第 22条の 2～第 23条  (略 )

(特定の職員についての適用除外 )

第 23条の 2 笛 6条第 1 ア百カ 島ゝ筆 8 丁百支 で 笛 1兌 峯 か 沐雀 14 基 寺

至おふび第14条の3の規定は、定年前再任用短時間勤務職員には適
用 しない。
2 第 17条から第 20条までの規定は、第 11条第 1項の規定に基づ

く規則で指定する職にある職員には適用 しない。ただし、特別の事由
がある場合には、この限 りでない。

第 24条～第 26条  (略 )



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係 ) 新旧対照表

１
６
ω

ｌ

(非常勤職員の給与 )

第 27条 非常勤の職員 (再任用短時間勤務職員および任期付短時間勤

務職員を除く。)の給与については、この条例の規定にかかわらず、

他の常勤の職員 との権衡、その職務の特殊性等を考慮 し、任命権者が

定める。

第 28条～第 29条  (略 )

(技能労務職員の給与の種類および基準)

第 30条 技能労務職員の給与は、給料(扶養手当、地域手当、住居手

当、通勤手茎、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休 日勤務手当、夜間

勤務手当、宿 日直手当、期末手当、勤勉手当、災害派遣手当および退

職手当とするとただし、当該技能労務職員が地方公務員法第 28条の

4 縮 1 電、第 28条の 5第 1項または第 28条の 6第 1項 もしくlま 第

2項 の規定により採用された場合にあつては、扶養手当、住居手当お

よび退職手当は支給 しない。

2～ 3 (略 ).

第 31条～第 32条  (略 )

付 貝1

1年 8 (略 )

新   条   例 案 )

(非常勤職員の給与)

第 27条 非常勤の職員 (定年前再任用短時間勤務職員および任期付短

時間勤務職員を除く。)の給与については、|の条例の規定にかかわ

らず、他の常勤の職員との権衡、その職務の特殊性等を考慮し、任命

権者が定める。

第 28条～第 29条  (略 )

(技能労務職員の給与の種類および基準)

第もo条 技能労務職員の給与は、給料、扶養手当、地域手当、住居手

当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、体日勤務手当、夜間

勤務手当、宿日直手当、期末手当、勲勉手当、災害好違手当および退

職手当とする。ただし、当該技能労務職員が定年前再任用短時間勤務

職員として採用された場合にあつては、扶養手当、住居手当および退

職手当は支給しない。

2～ 3 (略 )

第 31条年第 32条  (略 )

付 則

1～ 8 (略 )

9 逹 /_｀ の 簡  磯 昌 の 鍬冬*工 日宏百謄 逹 彰 騨 昌 坊ミ60 詩

`芭

注 市 職 昌 の 市

年 食事 t 十 る 峯 イ万11 の 一 部 狩己々 正 十 る粂イアll(令 和 4年草津市条例第

号)に よるこ々正 日‖ の 童津市職 員の市年等に関する条例第 3条ただし豊

イこ誦,‡する1書掃昌、人葬員および用務 員は、63歳)に達 した 日後に

おける最初 の 4 月 1日 (イ寸 縮 1 1項イこお ヤヽて 「特定日|と いうも )

じI絡 当 訪 昌 ,「 →首 田 大 ,η ′ 沿 慰 葬 の 給 料 日妬 の
ア
Ⅲ ち 舘 5 条 の キロ零言

こより 言ク職 昌 の 屋 十 る職 落 の 海 ら rド t 舘 6 条第 1項、第 2項、第

4 工百湾 よび 範 5 工百の 婦 † り当該 職 昌の す る 丹給に応 じた額に

100 今 の 7∩ 芹乗 じ て 得 箱 (単 言亥客百に、 50 円夫満 の端数 を生 じ

と 去 イま こ れ 力七羽り捨 て 50 円デ丈卜100 夫満 の端教 を生 じた と

共ι女これた 100 円に切 り上げる幸、のとするn)と する。

市は、次に掲げる職 員には適用 しない。10 前 項 の

の の こより め る



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係 ) 新旧対照表

１
６
ヽ

１

旧   条   例
新   条   例 (案 )

員および常勤を要 しない職員
(2) 地 方 員法第 28条の 5第 1項 または第 2項の規定によ り同
法第 2第 1項に規定す る異動期間 (同 法第 28条の 5第 1

項 ま 規定により された期間を含むぉ) を延長 され
た同法第 28 条 ¢)2 鎮 項 イこ却 市 十 /、 管 理 幣 督 職 葬 占 め る 職 昌

(3) 地方 務員法第 28条の 7第 1項 または第 2項の規定によ り勤
務 し (同 法第 28条の 6第 1項に規定する 年退職 日に
おいて前項の 定が適用 されていた職員を除 く。)

11 地方公務 員法第 28条の 2第 4項 に頬 する他の職ヘの降任等
をされ であつて、当該他の職への降任等をされた (以 下 この
項お よ 第 18項 にお▼`て 「異動 日」 とい う∩)の 日から引き

― の の る の 日イこ の

規 定 により当該職員の受ける給 月額 (以 下 この項 にお いて 「特 庁 日
給 糾 周客百1> ヤヽ為 ^Ⅲ カミ里 重h 日 の 前 日↓

『
当 言ク 目 カミ辱 肘 て い た 給 来斗周

額に 10 0分の 70を 乗 じて得 た額 (章 該額に、50円 満の端教を
生 じた きはこれを切 り捨て 50円 以 上 1 OO 円 夫 蒲 の端 教 狩生 じ

た を 100 り上 の る こ の こおい
て 「基 月額」 とい う。)イ 達 しないこととなる職 (規則で定
める職 除 く。)に は、当分の間、特定 日以後、付則 9項の規定

二額 との差額に相当する額を給料 として支給するぉ
12 前項の規定による給料の額 と当該給料 を支給 され 職員の受け
る給料 月額 との合計額 が 第 5 条 の類 庁 によ り当該 職 昌の属す る 職 務

の級における最高の号給の給料月額 を超 える場合における前項の規
庁 の消 用 t こつ い て l-1、 日■百中 「 穂 給 料 月箱 ル特 声 日 月 箱 |ル あ

るの は く「第 5条 の 美昇言
=′

た り当該 職 昌の 鳳す る職泌 の に 表〕t ナる最

高の号給 の給料 月客百と 該職 員の号 け る給 料 月 | とするハ
13 異動 日の前 日から引き続き給料表の適 を受ける職員 (付則第 9

項の規定の適用を受ける職員に限 り、付則第 11 項に規定する職 員を
つ 口

上 が め ら

の

ま の

される

の

との



草津市職員の定年等に関する条例等の下部を改正する等の条例

草津市職員の給与に関する条例の一部改正 (第 8条関係)   新旧対照表

新   条   例   (案 )

料 月霜 のイよカゝ、 美耳目H で 市 め る μころにより、前 2項の規定に準 じて算

出した額を給料 として支給する。

14 付印1第 11項または前項の規定による給料を支給 される職員以

外 の 付 目1笛 9 項の押!庁の滴用を受ける職員であつて、任用の事情を考

る職 昌には、当分の間、当該職 員の受ける給料月額のほか、規則で定

あ ス > ス,Ir rり  鈴 8 丁百の 相 市 ι 進 lLて 堂 H した 知 を給 料 >Iン で す

給する。
付 目II縮 9項の婦`庁15 締 日!I笠 Q電 デ】、汰節 I百 孝 で に 市 あ る i、 の の よか

こkる 給料月額、付則第 11項の規定による給料その他付貝1第 9項か

八ゴ江百支 で の 親 市 の 怖 行 イこ閣 し必要な事項は、規則で定める。

１
６
ｕ
ｉ



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市会計年度任用職員の給与および費用弁償に関する条例の一部改正 (第 9条関係) _新 旧対照表

１
６
６

１

第 1条～第 2条  (略 )

(給料 )

第 3条  (略 )

2～ 4 (田各)

5 前各項に定めるもののほか、会計年度任用職員の給料の支給につい
ては、初任給、昇袴、昇給等の基準に関する事項および給与め歳嶺に

観 鶏 講 篭 慧 MttM
にあっては給与条例の適用を受ける法第 28条 の 5第 1項 に規定す
る短時間勤務の職″占める職 員 (以 下 「再任 用短時 F日耳 務職 員 | とけヽ
う。) の例によるほか、必要な事項は、規則で定める。
(通勤手董)

第 4条 会計年度任用職員の通勤手当は、2号職員にあっては常勤職員
の例により、1号職員にあっては再任用短時間勤務職員の例によるほ
か、規則で定めるところにより支給する。
(時間外勤務手当)

第 5条 会計年度任用職員の時間外勤務手当は、勤務 1時間当たりの給
与額に関する部分を除き、2号職員にあっては常勤職員の、1号職員
にあっては再任用短時間勤務職員の例により支給する。

第 6条～第 16条  (略 )

(案 )新   条   例
第 1条～第 2条  (

(給料 )

第 3条  (略) .
2～ 4 (略 )

5 前各項に定めるもののほか、会計年度任用職員の給料の支給につい
ては、初任給、昇格、昇給等の基準に関する事項および給与の減額に
関する事項を除き、2号職員にあっては草津市職員の給与に関する条
例 (昭和 40年草津市条例第 27号。以下 「給与条例」とい う。)の
適用を受ける常勤の職員 (以下 「常勤職員」 とい う6)の 、 1号職員
にあっては給与条例の適用を受ける法隻22条 の 4第 3項に規定す

「

という。)の例によるほか、必要な事項は、規則で定める。
(通勤手当)

第4条 会計年度任用職員の通勤手当は、2号職員にあっては常勤職員

?響矮ふ!基肩群哲訂魂翌評蔵鍛甲甲睦の例に
(時間外勤務手当)

第 5条 会計年度任用職員の時間外勤務手当は、勤務 1時間当たりの給
与額に関する部分を除き、2号職員にあっては常勤職員の、1号職員
にあっては定年前再任用短時間勤務職員の例により支給する。

第 6条～第 16条  (略 )



草津市職員の定年等に関する条例等の下部を改正する等の条例

草津市職員の退職手当に関する条例の一部改正 (第 10条関係) 新旧対照表

ｒ
６
↓
ド

第 1条  (日各)

(退職手当の支給 )

第 2条  この条例の規定による退職手当は、前条に規定する職員のうち

常時勤務に服することを要する者 (地方公務員法 (昭和 25年法律第
9 1 暑 雀ヽ 28 峯 雀

「
百 笛 峯 第 1項 また は第 28条6 の 4 l 28 の 5

の 6第 1項 :ゝ しくは第 2項 の規定により採用 された者を除 く。以下
「職員」とい う。)が退職 した場合に、その者 (死亡による退職の場合

には、その遺族)に支給する。

2 職員以外の者の うち、職員について定められている勤務時間以上勤

務 した日(法令または条例もしくはこれに基づく規則により、勤務を

要 しないこととされ、または休娘を与えられた日を含む。第 10条第

2項 において「勤務日数」という。)が 18日 (1月 間の日数 (草津

市の体 日を定める条例 (平成 2年草津市条例第 2号)第 1条第 1項各

号に掲げる日σ)日 数は、算入しない。)が 20日 に満たない日数の場

合にあつては、18日 から29日 と当該 日数との差に相当する日数を

減じた日数。第 10条第 2項において「職員みなし日数」という。)

以上ある月が引き続いて 12月 を超えるに至つた者で、その超えるに

至つた日以後引き続き碧該勤務時間により勤務することとされてい

るものは、職員とみなして、この条例 (第 4条中 11年以上 25年未

満の期間勤続した者あ通勤による負傷もしくは病気 (以下 「傷病」と

いう。)に よる退職および死亡による退職に係る部分以外の部分なら

びに第 5条 中公務上の傷病まはた死亡による退職に係る部分ならび

に25年以上勤続した者の通勤による傷病による退職および死亡に

よる退職に係る部分以外の部分を除く。)の規定を適用する。ただし、

地方公務員法第 22条の 2第 1項第 1号に掲げる職員については、こ

の限りでない。

第 2条の 2～第 3条  (略 )

(11年以上25年未満勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本

額)

第 4条  11年以上 25年未満の期間勤続

ものに対する退職手当の基本額は、退職

した者であつて、次に掲げる

日給料月額に、その者の勤続

新   条   例   (案 )

第 1条  (日各)

(退職手当の支給)

第 2条  この条例の規定による退職手当は、前条に規定する職員のうち

常時勤務に服することを要する者 (以下「職員」とい う。)が退職 した

場合に、その者 (死亡による退職の場合には、その遺族)に支給する。

2 職員以外の者のうち、職員について定められている勤務時間以上勤

務 した日(法令または条例もしくはこれに基づく規則により、勤務を

要しないこととされ、または休暇を与えられた日を含む。第 10余第

2項において「勤務日数」という。)が 18日 (1月 間の日数 (草津

市の休日を定める条例 (平成 2年草津市条lア
ll第 2号)第 1条第 li項各

号に掲げる日の日数は、算入しない。)が 20日 に満たない口数の場

合にあつては、18日 から20日 と当該口数との差に相当する日数有
減じた日数。第 10条第 2項において 「職員みなし日教」という。)

以上ある月が引き続いて 12月 を超えるに至つた者で、その超みるに

至つた日以後引き続き当該勤務時間により勤務することとされてい

るものは、職員とみなして(こ の条例 (第 4条中11年以上 25年未

満の期歯勤続した者の通勤による負傷もしくは病気 (以下 「傷病」と

いう。)に よる退職および死亡による退職に係る部分以外の部分なら

びに第 5条 中公務上の傷病まはた死亡による退職に係る部分ならび

に25年以上勤続した者の通勤による傷病による退職および死亡に

よる退職に係る部分以外の部分を除く。)の規定を適用する。ただし、

地方公務員法 (昭和 25年法律第 261号)第 22条の 2第 1項第 1

号に掲げる職員については、この限りでない。

第 2条の 2～第 3条  (略 )

(11年以上 25年未満勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本

額)

第 4条  11年 以

ものに対する退

上 25年未満の期間勤続した者であつて、次に掲げる

手当の基本額は、退職 日給料月額に、その者の勤続



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の退職手当に関する条例の一部改正 (第 10条関係 ) 新旧対照表

１
６
∞
Ｉ

期間の区分ごとに当該区分に応 じた割合を乗 じて た額の合計額と
する。

(1)地方公務員法第 28条の 2第 1項の規定により退職した者 (同 法
第28条の3第 1項の期限または同条第2項の規定tと より延長され
た期限の到来により退職した者を含む。)ま たはこれに準ずる他の規
定により退職 した者
(2)― (4) (田各)

2～ 3 (略 )

(25年以上勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本額 )

第 5条  次に掲げる者に対する退職手当の基本額は、退職 口給料月額
に、その者の勤続期間の区分ごとに当該区分に応 じた割合を乗 じて得
た額の合計額 とする。

(1)25年 以上勤続 し、地方公務員法第 28条の 2第 1項の規定に
より退職 した者 (同 法第 28条の 3第 1頂の期限または同条第 2項
の規定により延長された期限の到来により退職 した者を含む。)ま
たはこれに準ずる他の法令の規定により退職 した者

(2)～ (7)(略 )

2 前項の規定は、25年以上勤続 した者で、通勤による傷病により退
職 し、死亡により退職 し、または定年に達 した日以後その者の非違に
よることなく退職 した者 (前項の規定に該当する者を除く。)に対する
退職手当の基本額について準用する。

3(略 )

第 5条 の 2(略 )

(定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係 る特例 )

第 5条の 3 第 4条第 1項第 4号および第 5条第 1項 (第 1号および第
5号を除く。)に 規定する者の うち、定年に達 したことにより退職す
ることとなo日 から1年前までに退職した者であつて、その勤続期間
が20年以上であり、かつ、その年齢が退職の日において定められて
いるその者に係る定年から15年を減じた年齢以上であるものに対
する第4条第1頂く第5条第1項および前条第1項の規定の適用につ
lΥ て イま 次 の 表 の 左 欄 掲 ずる規定 中 同 表 の 中欄 掲 げ る 句 イま そ

新 条   例   (案 )

期間の区分 ごとに当該区分に応 じた割合を乗 じて得た額の合計額 と
する。

(1)地方公務員法第 28条の 6第 l項の規定により退職 した者 (同 法
第 28条の 7第 1項の期限または同条第 2項の規定により延長され
た期限の到来により退職 した者を含む。)ま たはこれに準ずる他の規
定により退職 した者

(2)～ (4)(略 )

2ヘシ8  (口各)

(25年以上勤続後の定年退職等の場合の退職手当の基本額 )

第 5条 次に掲げる者に対する退職手当の基本額は、退職 日給料月額
に、その者の勤続期間の区分ごとに当該区分に応 じた割合を乗 じて得
た額の合計額とする。

(1)25年 以上勤続 し、地方公務員法第 28条の 6第 1項の規定に
より退職 した者 (同 法第 28条の 7第 1項の期限または同条第 2項
の規定により延長された期限の到来により退職 した者を含む。)ま
たはこれに準ずる他の法令の規定により退職 した者

(2)～ (7)(田各)

2 前項の規定は、25年以上勤続 した者で、通勤による傷病により退
職 し、死亡により退職 し、または定年に達 した日以後その者♂⊃非違に
よることなく退職 した者 (同項の規定に該当する者を除く。)に対する
退職手婆の基本額について準用する。

3(略 )              '
第 5条の 2(略 )

(定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例 )

第 5条の 3 第 4条第 1項第 4号および第 5条第 1項 (第 1号および第
5号を除く。)に 規定する者の うち、定年に達 したことにより退職す
ることとなる日から 1年前までに退職 した者であつて、その勤続期間
が 20年以上であり、かつ、その年齢が退職の日において定められて
いるその者に係る定年から20年を減 じた年齢以上であるものに対

する第 4条第 1項、第 5条第 1項および前条第 1項の規定の適用につ

いては(次の表の左欄に掲げる規定中同表の中l

「ヽ剰に掲げる字句は、そ



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の退職手当に関する条例の一部改正 (第 10条関係)   新旧対照表

１
６
０

１

れぞれ同表の右欄に掲げる字旬に読み替えるものとする。

(略 )(略 )(略 )

第 5条の 4ん第 6条 の 3(略 )

(退職手当の調整額)

第 6条の4 退職 した者に対する退職手当の調整額は、その者の基礎在

職期間 (第 5条の 2第 2項に規定する基礎在職期間をい う。以下同

じむ)の初 日の属する月からその者の基礎在職期間の末 口の属する月

までの各月 (地方公務員法第 27条および第 ?8条の規定による休職

(公務上の傷病による体職および通勤による傷病による休職を除

く。)、 同法第 29条の規定による停職その他 これ らに準ずる事由に

より現実に職務に従事することを要しない期間のある月(現実に職務
に従事することを要する日のあつた月を除く。以下「体職月等」とい

う。)の うち市長が定めるものを除く。)ご とに当該各月にその者が属

していた次の各号に掲げる職員の区分に応 じて当該各号に定める額

(以下「調整月額」とい う。)の うちその額が最も多いものから順次そ

の順位を付 しくその第 1順位から第 60順位までの調整月額 (董 該各

月の月数が 60月 に満たない場合には、当該各月の調整月額)を合計

した額 とする。

(1)～ (6)(略 )

2～ 5(略 )

第 6条 の 5滝第 8条  (略 )

(定年前に退職する意思を有する職員の募集等)  |
第 8条の 2 任命権者は、定年前に退職す る意思を有する職員の募集で

あつて、次に掲げるものを行 うことができる。

(1)職員の年齢別構成の適正化を図ることを目的とし、定年から生

5年 を減 じた年齢以上の年齢である職員を対象 として行 う募集

(2)(略 )

2-10  (田各)

第 9条  (略 )

(失業者の退職手当)

れぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

(円各)(略 )(略 )

第 5条の 4～第 6条 の 3(略 )

(退職手当の調整額)

第 6条♂)4 退職 した者に対する退職手当の調整額は、その者の基礎在

職期間 (第 5条の 2第 2項 に規定する基礎在職期間をい う。以下同

じも)の 初 日の属する月からその者の基礎在職期間の末 日の属する月

までの各月 (地方公務員法第 27条および第 28条 の規定による休職

(公務上の傷病による休職および通勤による傷病による体職を除

く。)、 同法第 29条の規定による停職その他 これ らに準ずる事由に

より現実に職務に従事することを要 しない期間のある煽 (現実に職務

に従事することを要する日のあつた月を除 くハ第 7条第 4項 において

「休職月等」という。)の うち市長が定めるものを除く。)ご とに当該

各月にその者が属していた次の各号に掲げる職員の区分に応 じて当

該各号に定める額 (以下この項および第 5項において 「調整月額」と

いう。)の うちその額が最も多ぃものから順次その順位を付し、その

第 1順位から第 60順位までの調整月額 (当 該各月の煽数が60月 に

満たない場合には、当該各月の調整月額)を合計した額とする。

(1)～ (6)(口各)

2ハV5  (円各)

第 6条の 5～第 8条  (略 )

(定年前に退職する意思を有する職員の募集等)

第 8条の2 任命権者は、定年前に退職する意思を有すo職員の募集で

あつて、次に掲げるものを行 うことができる。

(1)職員の年齢別構成の適ェ化を図ることを目的とし、定年から生

0年を減じた年齢以上の年齢である職員を対象として行 う募集

(2)(略 )

2-10  (田各)

第 9条  (略 )

(失業者の退職手当)

(案 )新   条   例



草津市職員の定年等に関する条例等の下部を改正する等の条例
草津市職員の退職手当に関する条例の一部改正 (第 10条関係 ) 新旧対照表

Ｉ
『
０
１

旧   条   例
第 10条  (略 )

2-3  (田各) r
4 第 1項および前項の規定による退職手当の支給に係 る退職が定年

鉄惹慈残三蓬五家鵠果悪層ビ蜃家aむ寒係きaユ寡璽字2辮
いて、市長が定めるところにより、市長にその旨を申し出たときは、
第 1項中「当該各号に定める期間」とあるのは「当該各号に定める期
間と、求職の申込みをしないことを希望する一定の期間(1年を限度
とする。)に相当する期間を合算した期間 (当該求職の申込みをしない
ことを希望する一定の期間内に求職め申込みをしたときは、当該各号
に定ゅる期間に当孝退職の日の翌日から当該求職の申込みをした日
の前日までの期間に相当する期間を加算 した期間)」 と、「当該期間
内」とあるのは「当該合算した期間内」と、前項中「支給期間」とあ
るのは「第 4項において読み替えられた第 1項に規定する支給期間」
とする。                              ~

5～ 10 (略 )

11 第 ■項、第 3項および第 5項から前項までに定めるもののほか、
第 1項または第 3項の規定による退職手当の支給を受けることがで
きる者で次の各号の規定に該当するものに対 しては、それぞれ当該各
号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法の規定による技能習

得手当(寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移転費または求職活動
支援費の支給の条件に従い支給する。
(1)― (4) (略 )

(5)公共職業安定所、職業安定法第 4条第 8項に規定する特定地方
公共団体もしくは同法第 18条の 2に規定する職業紹介事業者の

(案 )新   条   例
第 10条  (略 )

2～ 3 (略 )｀

4 第 1項および前項の規定による退職手当の支給に係る退職が定年
に達したことその他の市長が定める理由によるものである職員が当
該退職後一定の期間求職の申込みをしないことを希望する場合にお
いて、市長が定つ冷ところにより、市長にその旨を申し出たときは、
第 1項中「婆該各号に定める期間」とあるのは「当該各号に定める期
間と、求職の申込みをしないことを希望する一定の期間(1年を限度
とする。)に相当する期間を合算した期間 (当 該求職の申込みをしない
ことを希望する一定の期間内に求職の申込みをしたときは、当該各号
に定める期間に当該退職の日の翌日から碧該求職の申込みをした日
の前日までの期間に相当する期間を加算した期間)」 と、「当該期間
内」とあるのは「当該合算した期間内」と、前項中「支給期間」とあ
るのは「第 4項において読み替えられた第 1項に規定する支給期間」
とし、当該退職 の 日後 に事業 (そ の実流期間が 3 0日 の 羊ぅのそ の

のとして規則で定める職 員が岬, で定 める ところによ り、市長にその

旨を申し出たときは、当該事業の実施期間 (当 該実施期 の 日数 が 4
か よびこの の さ の

いた日数を超える場合における当該超える日数を除くぉ)は 、第 1項
お よび この項の規定 による期 間に 入しない。

5～ 10 (略 )

11 第 1項卜第 3項および第 5項から前項までに定めるもののほか、
第 1項または第 3項の規定による退職手当の支給を受けることがで

きる者で次の各号の規定に該当するものに対 しては、それぞれ当該各
号に掲げる金額を、退職手当として、雇用保険法の規定による技能習
得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移転費または求職活動
支援費の支給の条件に従い支給する。

(1)～ (4) (略 )

(5)公共職業安定所、職業安定法第 4条第 9項に規定する特定地方
公共団体もしくは同法第 18条の 2に規定する職業紹介事業者の



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の退職手当に関する条例の一部改正 (第 10条関係)  新旧対照表

ｔ
『
Ｐ
，

紹介した職業に就くため、または市長が雇用保険法の規定の例によ

り指示した同法第 58条第 1項に規定する公共職業訓練等を受け

るため、その住所または居所を変更する者 同条第 2項 に規定する

移転費の額に相当する金額

(6)(略 )

12年 17(略 )

第 11条～第 13条  (略 )

(退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の退職手当の支給制限)

第 14条 退職をした者に対しまだ章該退職に係る一般の退職手当等

の額が支払われていない場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、婆該退職に係る任命権者は、当該退職をした者 (第 1号ま

たは第 2号に該当する場合において、当該退職をした者が死亡したと

きは、当該一般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者)

に対し、第 12条第 1項に規定する事情ゃよび同項各号に規定する退

職をした場合の一般の退職手当等の額との権衡を勘案して、当該一般

の退職手当等の全部または一部を支給しないこととする処分を行う

ことができる。

(1) (田各)

(2)当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎と

なる職員としての引き続いた在職期間中の行為に関し地方公務員

法第 29条第 3項の規定による懲戒免職処分 (以下 「再任用職員に

対する免職処分」という6)を受けたとき。

(3)当該任命権者が、当該退職をした者 (再任用職員に対する免職処

分の対象となる者を除く。)1こ ついて、当該退職後に当該一般の退

職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在職期

間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をした1認めたとき。

2～ 6 (略 )

(退職をした者の退職手当の返納 )

第 15条 退職をした者に対 し当該退職に係 る一般の退職手当等の額

が支払われた後において、次の各号のいずれかに該当するときは、当

(案 )新   条   例

紹介した職業に就くため、または市長 雇用保険法の規定の例によ

り指示した向法第 58条第 1項に規定する公共職業訓練等を受け

るため、その住所または居所を変更する者 同条第 2項 に規定する

移転費の額に相当する金額

(6)(略 )

12～ 17 (略 )

第 11条～第 13条  (略 )

(退職後禁錮以上の刑に処せ られた場合等の退職手義の支給制限)

第 14条 退職をした者に対 しまだ当該退職に係る一般の退職手当等

の額が支払われていない場合において、次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該退職に係る任命権者は、当該退職をした者 (第 1号ま

たは第 2号に該碧する場合において、当該退職をした者が死亡した|
きは、当該工般の退職手当等の額の支払を受ける権利を承継した者)

に対し、第12条第1項に規定する事情および同項各号に規定する退

職をした場合の二般の退職手当等の額との権衡を勘木安して、当該T般
の退職手当等の全部または一部を支給ヒノないこととする処分を行 う

ことができると

(1)(略 )

(2)当 該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎と

なる職員としての引き続いた在職期間中の行為に関し地方公務員

法第 29条第 3項の規定による懲戒免職処分 (以下 「定年前再任用

(3掃堤晃灘酔轟曼嘉曇晉暑暑縁告結た者イ亀尋掌魯盈篤是健畠翫務職
呈望釜∴曇λ憂亀槍豊縫せ忌送§豊謂

冦桑額犯を雪F期
間中イこ懲戒免職等処分を受けるがき行為をした

2′

臨 ど鼈佐者の退職手当の返糸内)

第 15条 退職をした者に対 し当該退職に係る一般の退職手当等の額

が支払われた後において、次の各 号のいずれかに該当するときは、当
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新旧対照表

！
『
Ю
Ｉ

該 退 職 に係 る任命権者 イま 当該 退 職 を した者 イこ対 し 第 1 2 条第 項1

規 定す る事情 の イまカ 当該 退 職 を し た者 の 生 計 の 状 況 を勘案 し て

当該 般 の 退職手当等 の 額 ( 当該 退 職 を した 者 カ 当該 般 の 退職手当
等 の 支給 を受 すて しヽな すれ ば第 1 0 条第 3 項 第 6 項 ま た イま第 8 項 の

規定による退職手当の支給を受けることができた者 (次条および第 1
7条 において 「失業手当受給可能者」 とい う。)で あつた場合にあつ
ては、これ らの規定により算出される金額 (次条および第 17条にお
いて「失業者退職手当額」とい う。)を除く。)の企都または一部の返
納を命ずる処分を行 うことができる。
(1)(略 )

(2)当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎 と
なる職員 としての引き続いた在職期間中の行為に関し再任用職員
に対する免職処分を受けたとき。

(3)当該任命権者が、当該退職をした者 (再任用職員に対する免職処
2の対象となる職員を除く。)について、当該一般の退職手当等の
額の算定の基礎 となる職員 としての引き続いた在職期間中に懲戒
免職等処分を受けるべき行為をしたと認めたとき。

2ハ▼6  (田各)

第 16条  (略 )

(退職手当受給者の相続人からの退職手当相当額の納付)

第 17条 退職をした者 (死亡による退職の場合には、その遺族)に対 し
当該退職に係る一般の退職手当等の額が支払われた後において、当該
二

般の退職手当等の額の支払を受けた者 (以下この条において 「退職
手当の受給者」とぃう。)が 当該退職の日から6月 以内に第 15条第
1項または前条第 1項の規定による処分を受けることなく死亡した
場合 (次項から第 5項までに規定する場合を除く。)において、当該退
職に係る任命権者が、当該退職手碧の受給者の相続人 (包括受遺者を
含む。以下この条において同じ。)に対し、当該退職の日から6月 以
内に、当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎と
なる職員 としての引き続い 在職期間中に懲戒免職等処分を受ける

新   条   例 (案 )

該退職に係る任命権者は、当該退職 をした者に対 し、第 12条第 1項

⊆簸Ξ蔽息竃煽寧雪懲ぁ轟牽葉寃羞まが♂懸李i3ビ撃y脈蒼哲融奪亀
等の支給を受けていなければ第 10条第 3項、第 6項または第 8項の
規定による退職手当の支給を受けることができた者 (次条および第 1

こ倉哲源墳遷だ奮青憂童詈捕]董墓イズ繋速性ぷ憂?亨兵纏貪揆号
ヽ

「失業者退職手当額」とい う。)を除く。)の全部または一部の返納を
命ずる処分を行 うことができる。
(1)(略 )

(2)当該退職をした者が当該一般の退職手当等の額の算定の基礎 と

寄≧鷲昌室甚恩昌卍鼻写ぢえ雹魔雰露量解猛害雪層
し定生並二生

(3堂
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第
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Ｉ
『
∞
Ｉ

べき行為をしたことを疑 うに足 りる相当な理由がある旨の通知をし

たときは、当該任命権者は、当該通知が当該相続人に到達 した日から

6月 以内に限 り、碧該相続人に対 し、当該退職をした者が当該一般の

退職手当等の額の算定の基礎 となる職員としての引き続いた在職期

間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認められることを

理由として、当該一般の退職手当等の額 (当 該退職をした者が失業手

当受給可能者であつた場合にあつては、失業者退職手当額を除く。)

の全部または一部に相当する額の納付を命ずる処分を行 うことがで

きる。

2 退職手当の受給者が、当該退職の 国から6月 以内に第 15条第 5項

または前条第 3項 において準用する草津市行政手続条例第 14条第

1項の規定による通知を受けた場合において、第 15条第 1項または

前条第 1項の規定による処分を受けることなく死亡したとき (次項か

ら第 5項までに規定する場合を除く。)は、当該退職に係る任命権者

は、当該退職手当の受給者の死亡の日から6月 以内に限 り、当該退職

手当の受給者の相続人に対 し、当該退職をした者が当該退職に係る一

般の退職手当等の額の算定の基礎 となる職員 としての引き続いた在

職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認められるこ

とを理由として、当該一般の退職手碧等の額 (当 該退職をした者が失

業手当受給可能者であつた場合にあつては、失業者退職手当額を除

く。)の全部または一部に相当する額の納付を命ずる処分を行 うこと

3

ができる。     ′

退職手当の受給者 (遺族を除く6以下この項から第 5項までにおい

て同じ。)が 、当該退職の日から6月 以内に基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し起訴をされた場合 (第 13条第 1項第 1号に該当

する場合を含む。次項において同じ。)に おいて、当該刑事事件につ

き判決が確定することなく、かつ、第 15条第 1項の規定による処分

を受けることなく死亡したときは、当該退職に係冷任命権者は、当該

退職手当の受給者の死亡の日から6月 以内に限り、当該退職手当の受

給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該退職に係る一般の退職

手当等の額の算定の基礎 となる職員 としての引き続いた在職期間中

2

等処分を受けるべき行為をしたことを疑 うに足 りる相当な理由があ

る旨の通知をしたときは、当該任命権者は、当該通知が当該相続人に

到達 した日から6月 以内に限 り、当該相続人に対 し、当孝退職をした

者が当該二般の退職手当等の額の算定の基礎 となる職員 としての引

き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認

められることを理由として、当該一般の退職手当等の額 (当 該退職を

した者が失業手当受給可能者であつた場合には、失業者退職手当額を

除く。)の全都または一部に相碧する額の納付を命ずる処分を行 うこ

とができる。

退職手当の受給者が、当該退職の日から6月 以内に第 15条第 5雰

または前条第 3項 において準用する草津市行政手続条例第 14条第

1項の規定による通知を受けた場合においてく第 15条第 1項または

前条第 1項の規定による処分を受けることなく死亡したとき(次項か

ら第 5項までに規定する場合を吟く。)は 、婆該退職に係る任命権者

は、当該退職手当の受給者の死亡9日 から6月 以内に限りⅢ当該退職

手当の受給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該退職に係る一

般の退職手当等の額の算定の基礎となる職員としての引き続いた在

職翔間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認められるこ

とを理由として、碧該一般σ)退職手当等の額 (当 該退職をした者が失

業手当受給可能者であつた場合には、失業者退職手当額を除く。)の

全部または一部に相当する額の納付を命ずる処分を行 うことができ

る。

退職手当の受給者 (遺族を除く。以下この項から第 5項 までにおい

て同じ。)が 、当該退職の日から6月 以内に基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し起誹をされた場合 (第 13条第 1項第 1号に該当

する場合を含む。次項において同じ。)において、当該刑事事件につ

き判決が確定することなく、から、第 15条第 1項の規定による処分

を受けることなく死亡したときは、当該退職に係る任命権者は、当該

退職手婆の受給者の死亡の日から6月 以内に限り、当該退職手当の受

給者の相続人に対し、当該退職をした者が当該退職に係る一般の退職

8

手当等の額の算定の基礎 となる職 としての引き続いた在職期間中
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１

旧   条   例
に懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと認められることを理由
として、当該一般の退職手当等の額 (当 該退職をした者が失業手当受
給可能者であつた場合にあつては、失業者退職手当額を除く。)の企
部または一部に相当する額の納付を命ずる処分を行 うことができると

4 輝職手当の受給者が、当該退職の日から6月 以内に基礎在職期間中
の行為に係る刑事事件に関し起訴をされた場合において、当該刑事事
件に関し禁錮以上の汗1に 処せられた後において第 15条第 1項の規
定による処分を受けることなく死亡したときは、当該退職に係る任命
権者は、当該退職手当の受給者の死亡の 日か ら 6月 以内に限 り、当該
退職手当の受給者σ)相 続人に対 し、当該退職 を した者が当該刑事事件
に関 し禁錮以上の刑に処せ られたことを理由として、当該一般の退職
手当等の額 (当 該退職を した者が失業手碧受給可能者であつた場合に
あつては、失業者退職手当額を除く。)の全部または一部に相当する
額の納付を命ずる処分を行 うことができる。

5 退職手当の受給者が、婆該退職の 日から6月 以内に当該退職に係る
一般の退職手当等の額の算定の基礎 となる職員 としての引き続いた
在職期間中の行為に関し再任用職員に対する免職処分を受けた場合
において、第 15条第 1墳の規定による処分を受けることなく死亡し
たときは、当該退職に係 る任命権者は、当該退職手当の受給者の死亡
の日から6月 以内に限 り、当該退職手当の受給者の相続人に対 し、当
該退職をした者が当該行為に関 し再任用職員に対する免職処分を受
けたことを理由として、当該一般の退職手当等の額 (当 該退職をした
者が失業手当受給可能者であつた場合にあつては、失業者退職手当額
を除く。)の全部または一部に相当する額の納付を命ずる処分を行 う
ことができる。

6～ 8(略 )

第 18条～第 20条  (略 )

付 則
1～ 2(略 )

3 当分の間、 35年以下の期間勤続 して退職 した者 (草津市職員の退
職手当に関する条例の一部を改正する条例 (昭 和 48年草津市条例第

新   条   例 (案 )

に懲戒免職等処分を受けるべき行為を したと認められることを理由

5

4

として、当該一般の退職手当等の額 (当 該退職をした者が失業手当受
給可能者であつた場合には、失業者退職手当額を除く。)の全部また
は一部に相婆する額の納付を命ずる処分を行 うことができる。
退職手当の受給者が、当該退職の日から6月 以内に基礎在職期間中

の行為に係る刑事事件に関 し起訴をされた場合において、当該刑事事
件に関し禁錮以上の刑に処せ られた後において第 15条第 1項の規
定による処分を受けることなく死亡 したときは、当該退職に係る任命
権者は、当該退職手当の受給者の死亡の日から6月 以内に限 り、当該
退職手当の受給者の相続人に対 し、当該退職をした者が当該刑事事件
に関 し禁錮以上の刑に処せ られたことを理由として、当該一般の退職
手当等の額 (当 該退職をした者が失業手当受給可能者であつた場合に

二、失業者退職手当額を除く。)の全部または一部に相当する額の納
付を命ずる処分を行 うことができる。

退職手当の受給者が、当該退職の日から6月 以内に当該退職に係る
一般ゅ退職手当等の額の算定の基礎 となる職員としての引き続いた
在職期間中の行為に関 し定年前再任用短時間勤務職員に対する免職
処分を受けた場合において、第 15条第 1項の規定による処分を受け
ることなく死亡したときは、当該退職に係る任命権者は、当該退職手
当の受給者の死亡の日から6月 以内に限 り、当該退職手当の受給者の

相続人に対 し、当該退職をした者が当該行為に関し定年前再任用短時
間勤務職員に対する免職処分を受けたことを理由として、当該一般の

退職手当等の額 (当 該退職をした者が失業手当受給可能者であつた場
合には、失業者退職手当額を除 く。)の全部または一部に相当する額
の納付を命ずる処分を行 うことができる。

6へV8  (田各)

第 18条～第 20条  (略 )

付 則

1～ 2 (円各)

3 当分の間、 35年以下の期間勤続 して退職 した者 (草津市職員の退

職手当に関する条例の一部を改正する条例 (昭 和48年草津市条例第



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の退職手当に関する条例の一部改正 (第 10条関係)   新旧対照表

Ｉ
『
切
―

27号を以下 「一部改正条例」 とい う。)付貝J第 3項の規定に該当す

る者を除く。)に対する退職手当の基本額は、第 3条から第 5条の 3

までの規定により計算 した額に、それぞれ 100分 の 83.7を 乗 じ

て得た額とする。この場合において、第6条の5第 1項中「前条」と

あるのは、「前条ならびに付則第 3項」とする。

4 当分の間、 86年以上 42年以下の期間勤続 して退職 した者 (―部

改正条例付則第 4項の規定に該当する者を除く。)で第 3条第 1項の

規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額は、同項ま

たは第 5条 の 2の規定により計算 した額に前項に定める割合を乗 じ

て得た額 とする。

5 当分の間、 a5年を超える期間勤続 して退職 した者 (一部改正条例

付則1第 5項 の規定に該当する者を除く。)で第 5条の規定に該当する

退職をしたものに対する退職手婆の基本額は、その者の勤続期 FR弓 を 3

5年 として付則第 3項の規定の例により計算 して得 られる額 とする。

6 (略 )

7 平成 84年 3月 31日 以前に退職 した職員に対する第 10条第 1

0項の規定の適用については、同項中「第 28条まで」とあるのは「第

28条までおよび附則第 5条」と、同項第 2号中「口 雇用保険法第

22条第 2項 に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が困

難な者であつて、同法第24条の2第 1項第 2号に掲げる者に相当す

る者として規則で定める者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指

導基準に照 らして再就職を促進す るために必要な職業安定法第 4条

第 4項 に規定す る職業指導を行 うことが適当であると認 めたもの」と

あるのは 「

口 雇用保険法第 22条第 2項に規定す る厚生労働省令で定める

理由により就職が困難な者であつて、同法第 24条の 2第 1項第

2号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、分
つ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進する

ために必要な職業安定法第 4条第 4項に規定す る職業指導を行

(案 )新   条   例

27号。以下 「一部改正条例」とい う。)付則第 3項の規定に該当す

る者を除く。)イ こ対する退職手当の基本額は、第 3条から第 5条の 3

ま で お よび付則第 8項か ら第 15項 までの規定により計算 した額に、

それぞれ100分の83.7を 乗じて得た額とする。この場合におい

て、第6条の5第 1項中「前条」とあるのは、「前条ならびに付則第
3項」とする。
当分の間、36年以上42年以下の期間勤続して退職した者(一部

改正条例付則第4填の規定に該当する者を除く。)で第3条第1項の

規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額は 同ヽ項ま

たは第 5条の 2お よび付則第 10項の規定により計算 した額に前項

に定める割合を乗 じて得た額 とする。

5 当分の間、 8ら 年を超える期間勤続 して退職 した者 (一部改正条例

付則第 5項の規定に該当する者を除く。)で第 も条または付則第 9項

の規定に該当する退職をしたものに対する退職手当の基本額は、その

者の勤続期間を35年として付則第 3項の規定の例により計算して

得られる額とする。

6(略 )

7 令和 7年 3月 31日 以前に退職した職員に対する第 10条第 10
項の規定の適用については、同項中「第 28条まで」とあるのは「第

28条までおよび附則第 5条」と、同項第 2号 中「口 雇用保険法第

22条第 2項に規定する厚生労働省令で定める理由により就職が囚

難な者であつて、同法第 24条の 2第 1項第 2号に掲げる者に相当す

る者として規則で定める者に該当し、かつ、市長が同項に規定する指

導基準に照らして再就職を促準するために必要な職業安定法第 4条

第 4填に規定する職業指導を行 うことが適当であると謬めたもの」と

あるゐは「

口 屋用保険法第 22条第 2項 に規定する厚生労働省令で定める

理由により就職が困難な者であつて、同法第 24条の 2第 1項第

2号に掲げる者に相当する者として規則で定める者に該当し、か

つ、市長が同項に規定する指導基準に照らして再就職を促進する

ために必要な職業安定法第 4条第 4項 に規定する職業指導を行

4



草津市職員の定年等 tこ関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の退職手当イこ関する条例の一部改正 (第 10条関係 ) 新旧対照表

―
引
Ｓ

Ｉ

旧   条   例
うことが適当であると認めたもの

認めたもの (イ に掲げる者を除く。)

」とする。

新   条   例 (案 )

うことが適当であると認めたもの
ハ 特定退職者であって、雇用保険法附貝J第 5条第 1項に規定する

と雪亭隻冨写と離錦遷網!癬都
認めたもの (イ に掲げる者を除く。)

とする。
8 の 1 の 定 は 11 上 25 の

続 した者 で あ つ て 、 60 (童津 市職 の 庁年 等 に関する条例等 の

部を改正する等の条例 (令和 4年草津市条 第  号)に よ 改正前
の の 年等に関す 条例 (昭和 58年草津市条例第 30
号)第 3条ただ し書に規定する職員 (以下 「労務職 」とい う。 )イこ本目
当する職員にあつては、 63歳 )に達 した 日以後その者の非 による
ことなく退職 した者 (定年の定めのない職を退職 した者およ 第 4条

1 た 2 の イこ

の基本額について準用す 。この場合における第 8条の規定の適用に
ついては、 条第 1項中 「 たは第 5条 | あるのは、「、 5条 ま
たは付則第 8項

| する∩
9 当分の F日日 第 5条第 1項の規定は、25年 上 の期 間 勤締 した者 で
あつて、60 歳 (労務職 員にあつては、63歳 ) こ津 した 以 袴 そ の 者

の非違イIよ ることなく退職した 定年の定めのない職 退職 した者
および 項または第 2項の規定に該当する者を除く。 )に対す
る濃 職 手 当の基 本額 につしヽて 塗 →

―
る こ の 場 合 , こお ι十 筆 8 祭 の キロ

庁 の i商 つ いては 同 条 笛 司項 中 「また臓 筆 5_久 | と あ る の ′士  「
5 9 る

10 草津市職員の給与に関する条例付則第 9項の規定による職 員の
給料 月額の改定は、給料 月額の減額改庁に該 当 した t′

ヽ章)の 注す るハ

11
6

4 項 3
7フ
~ 7号に掲げる者 | る第 5条 の 3お よび第 6条 の 3

の規定 こついては、第 5 の 3本文中「定年に達 したことによ
り

の

とな

4

のは 「 8 に



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

草津市職員の退職手当に関する条例の一部改正 (第 10条関係)   新旧対照表

―
ミ
『
ｌ

労務職員(以下「労務職員 |と いう6)以外の者にあつては 60歳 とし、

斗務 職 昌 t ふ つ て
い
サ士 63 詩 ルするハ ) こ樺す る 日 |と 、第 5条の 3の

差常 4条第 1項および第 5条第 1項の項、第 5条の 2第 1項第 1号の

項 お よび第 5条の 2第 1項第 2号の項ならびに第 6条の 3の表第 6

基 の ア百 笛 6 峯 の 2 答三1丹 の 廼 沈 よ てバt営 6 大久の 2第 2号の項 中「その

る と の の の の

日イこお |す るその者の年齢と(2)差 tこ相当する年数 1年にうき」とする。

12 当 今 の 間、第 4条第 1項第 4号な らびに第 5条第 1項第 3号、第

6 丹 お よび第 7号に掲げる者 (次の表の左欄に掲げる者であっ
~く

f、 退

職 の 日 ↓ 拡 セ てヽ 市 め 兆加ノて し るヽその者に係 る定年がそれぞれ同表の

右欄に げる年齢を超える者に る^)(規則で定める者を除く。 )イこ

対する 5条の 3お よび第 6条の 3の規定の適用については、第 5条

の 3 と るのイ 「 4 お

よ 1 の 5 の 2 1 の 5 の

2第 1 垣 常 2 丹の項ならびに第 6 条の 3の表第 6条の項、第 6条の 2

第 1号の項お よび第 6条の 2第 号の項中 「100分 の 3(退職の 日

におセヽて庁められているその者に係 る定年 と退職の 日におけるその

者 の )´ の 葬 こ相 当す る年 教 が l 年 で あ る職 員に あつ て は、100
の 2 の 00 の 3

13 当 の 闇、第 4条第 1項第 4号および第5条第1項 (第 1号お止

ィド捜宙5 を険 て_ Ⅲt 類 市 十 る者 ι
『

対 十 る第 5 条の 3の規定の適用お

上 てゞ 第 条 の タの 頼 市 の i商 用 に つ い て 脱、第 5条の 3本文および第 8

条 の 2 1 電 筆 1 丹中「20年を |>あ るのは「15年を」とするほ

葬 の 芹欄 に揚 tず る 者 の lメ

~今
t 第 5条 の 3本文 中「退

い

60歳

63歳労務職員

労務職員以外の者

か 日‖

8

の

ヤ` Чご め ら の

庶 じ

よ



草津市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例
草津市職員の退職手当に関する条例の一部改正 (第 10条関係) 新旧対照表

―
『
∞
―

旧   条   例新   条   例 ( 案 )

8条の 2第 1項第 1号中「定 年 十とあるのはそれぞれ同 の右欄 に掲

げる字句 とする∩

14 当分の間、第 5条第 1項第 2号および第 4 号に掲げる者であつて
イ、十日|1勾釘 12 巧 の 寿 の 左 十F調

t
キ星 tギ /ぅ 芝翻 ミ同 葬 の 芳 ホF奮耳イ 揚 る 年 船 ι 桂

する日前に退職したときにおtチ る第 5条の 3お よび第 6条 の 3の規
定の消用についてイまヽ 弔 5 久大 の 3の表 第 4条第 1項お よび第 5条第 1

項の項、第 5条 の 2第 1項第 1号の項および第 5条の 2 l項第 2号
の項ならびに第 6条 の 3の表第 6 条の項、第 6条の 2第 1号の項お よ

び第 6条の 2第 2号の項中 「100 分の 3(退職の 日において定めら
れているその者に係 る定年 と 職の 日におけるその者の年齢 との差
に相当する年数が 1年である職員にあつては 100分 の 2)Jと あ
るのは(「付則第 12項 の表 の左欄に掲げる者の区分 ごとに同表の右
欄 に掲げる年齢 μ濃職 の 日に けるその者 の年齢 μの に相 当す る

年数に 100分 の 3を乗 じて得た割合を の 日において定められ
ているその者に係 る定年 と退職の 日におけるその者の年齢との差に
相当する年数で除して得た割合 |と するぃ

15 当分の間、第 5条第 1項第 2号および第 4 号に掲げる者であつて
付 目|1縮 12 I百 の 寿 の 芹 ホF雷月tr揚 ド る 考 カミロ 葬 の 方 繍 , 揚 tギる年 船 イ 桂

した 日以後 に退職 した ときにお tす る 常 5 条 の 3お よび第 6条 の 3の
美耳属

=の →百用 につ いてι十 笛 5 墾 の 3の キ 笠 4 条 笛 1 }百 去 よ 7ド雀営 5 墾 笛

上Σ堕塑垂免 5条 の 2第 1項第 1号の項および第 5条 の 2第 1項第 2

られているその者に係 る定年 と退職の 日におけるその者の年齢 との

差に相当する年数が1年である職員にあつては、 100分の2)Jと

に係る定年 と退職の日におけるその者の年齢 との差に相当する年教
で除 して得た割合 |と す るハ



草津市職員の定年等に関する条例等のす部を改正する等の条例

草津市職員〈ク)退職手当に関する条例の一部を改正する条例《夕つ一部改正 (第 11条関係) 新 l日 対照表

―
引
０
１

付 則

1-2 (田各)

3 草津市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例 (昭和

58年草津市条例第 6号 )の施行の日(以下 「基準 日」 という。)に在

職する職員の うち、基準 日以後に同条例第 1条の規定による改正後の

章津市職員の退職手当に関する条例 (以 下「新条例」とい う。)第 3条
から第 5条 までの規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間が 3

5年以下である者に対する退職手碧の基本額は、当分の間、新条例第

3条から第 5条の 3ま での規定により計算 した額にそれぞれ 100
分の 83,7を 乗 じて得た額 とする。

基準 国に在職する職員の うち、基準 日以後に新条例第 8条第 1項の

規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間が 86年以上 42年以

下である者に対する退職手婆の基本額は、当分の間、同項または新条

例第 5条の 2の規定により計算 した額に前項に定める割合を乗 じて

得た額とする。

基準 日に在職する職員のうち、基準 日以後に新条例第 5条の規定に

該当する退職をし、かつ、その勤続期間が 35年を超える者に対する

退職手当の基本額は、当分の間、その者の勤続期間を 35年として付

則第 3項の規定の例により計算 して得 られる額 とする。

4

5

6 当分の間、基準 口に在職する職員の うち、昭和 64年 4月 1日 以後

に市長の定める基準による勧奨を受けて退職 した者で、かつ、新条例

第 3条の規定の適用を受ける者に対する退職手当の額は、同条の規定

にかかわらず、新条例第 5条および第 5条 の 2の規定の例により計算

して得 られる額 とし、新条例第 4条の規定の適用を受ける者に対する

退職手当の額は、同条および付則第 3項 の規定にかかわらず、新条例

および第 5条 の 2の規定の例により計算 した額に付則第 3項

草津市職員の退職+当 に関
▼
,る 条例の一部を改正する条例 (H召 和 48年草津市条例第 27

揖“)の付則の 一部改正

新   条   例   (案 )

|す  貝1

1～ 2(略 )

3 車津市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例 (昭和

58年草津市条例第 6号)の施行の日(以 下 「基準 日」という。)に在

職する職員の うち、基準 日以後に童津市職員の退職手当に関する条例

第 3条から第 5条までまたは付則第 8項 もしくは第 9項の規定イ手該

当する退職をし、かつくその勤続期間が 35年以下である者に対する

退職手当の基本額は、当分の間、同条例第 3条から第 5条 の 3ま で生

よび付則第 8項から第 15項までの規定により計算 した額にそれぞ

れ 100分 σ)83.7を 乗 じて得た額 とする。

基準 日に在職する職員のうち、基準 日以後に草津市職員の退職手当

に関する条例第 3条第 1項の規定に該当する退職をし、かつ、その勤

続期間が 86年以上 42年以下である者に対する退職手当の基本額

は、当分の間、同項または同条例第 5条の 2お よび付則第 10項の規

定により計算した額に前項に定める割合を乗 じて得た額 とする。

基準 日に在職する職員のうち、基準 日以後に草津市職員の退職手当

に関する条例第 5条または付則第 9項の規定に該当する退職をし、か

つ、その勤続期間が 35年を超える者に対する退職手当の基本額は、

当分の間、その者の勤続期間を35年 として付則第 3項の規定の例に

より計算して得られる額とする。

当分の間、基準日に在職する職員のうち、昭和 64年 4月 1日 以後

に市長の定める基準による勧奨を受けて退職 した者で、から、草津市

職員の退職手当に関する条例第 3条の規定の適用を受ける者に対す

る退職手当ゐ額は、同条の規定にかかわらず、同条例第 5条おふび第

5条の 2の規定の例により計算して得られる額とし、同条例第 4条の

規定の適用を受ける者に対する退職手当の額は、同条および付則第 3

4

5

6

項の規定にかかわらず、 5 および第 5条 の 2の規定の例に



草津市職員の定年等に関する条例等の■部を改正する等の条例
草津市職員の:退職手当に関する の

二部を改正する条例,の
■都改正. (第 ■1 層髯肇1評ミ) 新旧対

の規定の適用があ|る ものとして計算して られる額 とする。

新   条   例 (案 )

より計算 した額に 則第 3項の大見ての適用があるも|の として計算し
て得られる額とする。・

Ｉ
∞
０
１


